
社会保障審議会介護給付費分科会  

調査実施委員会（第2回）議事次第  

日時：平成21年5月18日（月）  

午後3時半から午後5時半まで  

於：厚生労働省17階専用第18会議室  

議 題  

1．介護従事者処遇状況等調査における調査票等について  

2．関係団体ヒアリング  

3．その他   



ク「護給付貫分科芸 一調全英他要貝芸  

第2回（H21．5．18）  資料1  

調査対象サービス・職種の範囲  

【第1回委員会におけるご意見】   

○ 居宅介護支援事業等、調査対象サービスの範囲を拡大することができるかどうか   

○ 看護t介護職員の他に、生活相談員、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、機能訓練指導員、介護支  
援専門員等、調査対象職種の範囲を拡大することができるかどうか  

【反映状況】   

○ 調査対象職種については、記入者の負担を考慮し、直接処遇職員及び介護支援専門員とする   

○ 介護支援専門員の処遇状況については、調査対象職種を拡大することにより把握できるため、居宅介護  
支援事業については調査対象サービスの対象外とする   



（参考）調査対象職種  

【調査対象職種（直接処遇職員＋介護支援専門員）】   

○介護老人福祉施設  

生活相談員、看護職員、看護職員、機能訓練指導員、介護支援専門員   

○介護老人保健施設  

看護職員、介護職員、支援相談員、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、介護支援専門員   

○介護療養型医療施設  

看護職員、介護職員、理学療法士、作業療法士、介護支援専門員   

○訪問介護  

訪問介護員（サービス提供責任者含む）   

○通所介護  

生活相談員、看護職員、介護職員、機能訓練指導員   

○認知症対応型共同生活介護  

看護職員、介護職員、介護支援専門員  
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介護職員処遇改善交付金（仮称）について  

【第1回委員会におけるご意見】  

○ 報酬改定と介護職員処遇改善交付金（仮称）（以下、交付金）の影響をあわせて把握する必  
要があるのではないか。把握にあたっては、平成21年度後半に再度調査をするか、平成22年  
度の調査とするか検討が必要ではないか  

○ 交付金の認識について調査してもいいのではないか  

【反映状況】   

○ 交付金については、来年度に同様の調査を実施し、交付金実施の前後の状況を比較することで、交付金  

の影響分を把握する   

○ 今年度の調査実施する調査においては、交付金の申請状況等についての調査項目を追加した  
・交付金を「申請する（予定・申請中を含む）」または、「申請をしない」について把握  
・「申請を行うために行った、又は行う予定」の処遇改善の状況について把握  
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介護従事者処遇状況等調査の客体設定について  

【抽出率の設定】  

○ サービス種別毎の従事者を職種別、地域区分別に集計した時の誤差率の目標精度   
を1％として、施設（事業所）及び従事者の抽出率を設定  

【施設数及び従事者（実人員）数】  

生活  PT・OT・ST  

従事者   看護   介護   訪問   サービス   又は   
介護  

施設数  
総数   職員   職員   介護員  

提供  
支援  

支援  
機能訓練  

専門員  責任者，  
指導員   

介護老人福祉施設   5，892   314，068   26，278  191，087  9，200   8，112   9，531   

介護老人保健施設   3，435   203，496   37，920  101，260  6，306   12，910   6，787   

介護療養型医療施設   2，608   110，933   35，193   37，784  8，750   4，590   

訪問介護事業所   21，069   395，874  333，312   46，318  

通所介護事業所   20，997   307，593   45．375  139，196  39，858   32，671  

認知症対応型共同生活介護事業所   8，818   134，964   6，445   85，021  10，237   

※ 平成19年10月1日現在 介護サービス施設・事業所調査  
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介護従事者処遇状況等調査の客体設定について  

【調査対象施設数及び従事者数（見込数）】  

PT・OT・  

サービス  
生活  ST  

看護  介護  訪問  相談員・  又は  
介護  

施設数  
職員  職員  介護員  提供  支援  機能  

支援  

責任者  
専門員  訓練  

専門員   

指導員  

1，473   3，285   9，554  2，300   2，028   2，383  

介護老人福祉施設  
（25．0％）   （12．5％）   （5．0％）  （25．0％）   （25．0％）   （25．0％）   

859   2，370   5，063  1．577   1，614   1，697  

介護老人保健施設  
（25．0％）   （6．3％）   （5．0％）  （25．0％）   （12．5％）   （25．0％）   

652  2，200  4，723  1，094  1，148  
介護療養型医療施設  

（25．0％）  （6．3％）  （12．5％）  （12、5％）  （25．0％）   

1，053  4．166  2，316  

訪問介護事業所  
（5．0％）  （1．3％）  （5．0％）  

1，050  2，269  3，480  1，993  1，634  
通所介護事業所  

（5．0％）  （5．0％）  （2．5％）  （5．0％）  （5．0％）  

882  645  4，251  1．024  
認知症対応型共同生活介護事業所  

（10．0％）  （10．0％）  （5．0％）  （10．0％）   

※（）は各施設種類別にみた客体見込数の占める割合  
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平成21年度介護従事者処遇状況等調査（案）  

（介護老人福祉施設票）  

平成21年10月調査  

厚生労働省老健局  

事業所番号  1234567890   

施 設 名  0000   

所 在 地  東京都千代田区×××町2丁目1－1   

経 営 主 体  社会福祉法人   

地 域 区 分  特別区   

右のラベルの5つの項目は、必ず確認して  

いただき、誤りや訂正がございましたら、恐  

れ入りますが朱書きで修正をお願い申し上  

げます。  

ID   1234567890   

パスワード  M655Q7h6   

お手数をおかけしますが、下の（1）～（5）に必ずご記入をお願いいたします。  

：●  、  

（1）電 話 番 号：   

（2）F A X 番 号：   

（3）Eメールアドレス：  

・：  ・  

（4）回 答 担 当 者：ご氏名 ＋ ）  

（5）貴施設の活動の状況（平成21年9月末日時点）（下の1～3のどれか1つに○）  

1活動中  2 休止中  3 廃止  

※2、轢このまま調査票   

を返送してください。  

（提出期限 平成21年10月31日）   



貴施設における介護報酬改定への対応および収支等の状況についておうかがいします  

問1．平成21年4月1日～9月30日の間の貴施設における介護従事者の給与等の引き上げ（手当の新設を含む）状況に  

ついて、該当する番号に1つだけ○をつけてください。  

給与等を引き上げた  

給与等の引き上げを行わなかったが、1年以内に引き上げる予定  

1
 
2
 
3
 
4
 
 
給与等の引き上げを行っておらず、今後も引き上げる予定なし  

その他（具体的に：  ）二「→  （問3へお進みください）  

【問1で「1」、「2」と答えた方におうかがいします】  

問2．給与等の引き上げ（手当の新設を含む）の内容  

（1）貴施設の介護従事者の給与等の引き上げ（手当の新設を含む）について、該当する番号ユ＿⊇」三○をつけてくださ  

い。なお、1年以内に給与等を引き上げる（手当の新設を含む）予定の場合も、本間についてお答えください。  

1給与等（定期昇給は除く）を全員引き上げ  
（問2（3）へお進みください）  

2 定期昇給のみを実施  

何らかの要件のもとに引き上げ  

引き上げる予定だが、引き上げの内容については未定   ∴‾‾；  

【問2（1）で「3」と答えた方におうかがいします】  

（2）給与等の引き上げ（手当の新設を含む）の要件について、該当する番号全主に○をつけてください。なお、1年  

以内に給与等を引き上げる（手当の新設を含む）予定の場合も、本間についてお答えください。（複数回答可）  

1 勤続年数を要件として引き上げ  

2 経験年数を要件として引き上げ  

3 資格の保有を要件として引き上げ  

4 勤務形態（常勤・非常勤）を要件として引き上げ  

5 勤務形態（正規・非正規）を要件として引き上げ  

6 勤務時間を要件として引き上げ  

7 管理職について引き上げ（ユニットリザーを除く）  

8 管理職以外の者について引き上げ  

9 その他（具体的に：  

（3）貴施設の介護従事者の各種手当について引き上げまたは新設を行ったもの全三l三○をつけてください。1年以  

内に給与等を引き上げる（手当の新設を含む）予定の場合も、本間についてお答えください。（複数回答可）  

引き上げまたは新設を行っていない場合は、8に○をつけてください。  

1 時間外手当（早朝・深夜・休日手当等）  6 資格手当  

7 その他  

（具体的な名称：  

8 引き上げまたは新設なし   

2 夜勤手当  

3 家族（扶養）手当  

4 通勤手当（通勤・交通費等）  

5 職務手当（役付手当等）  



問3．介護従事者に対する処遇に関して、平成21年4月の介護報酬改定を受けての貴施設における対応状況についてお  

尋ねします。下表（次ページに続く）A～0の項目ごとに、該当する1～5の記号に」つだけ○をつけてください。  

（○はそれぞれ1つずつ）  

（注）  

従来・・・平成21年3月31日以前  

今回‥・平成21年4月1日～平成21年9月30日  

（B） 労働時間（夜勤を含む）、労働日数の適正化   

（D）昇給または昇進・昇格要件の明確化   

その他（具体的に）  

（Ⅰ）部下指導を管理職等の役割として明確化   

その他（具体的に）  
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（注）  

従来‥平成21年3月31日以前  

今回・・・平成21年4月1日～平成21年9月30日  

（N） 出産・子育て支援の強化   

その他（具体的に）  

問4．同一敷地内で実施している介護保険サービス  

（1）平成21年9月30日時点において、貴施設と同一または隣接の敷地内で実施している貴施設を含めた介護保険サ  

ービスについて、実施しているサービスの番号全三追○をつけてください。（複数回答可）  

毎）  
15 小規模多機能型居宅介護（※）  

16 夜間対応型訪問介護  

17 認知症対応型適所介護（※）  

18 認知症対応型共同生活介護（※）  

19 地域密着型特定施設  

20 地域密着型介護老人福祉施設  

（※）は、介護予防を含む  

08 適所介護（※）  

09 通所リハビリテーション（※）  

10 短期入所生活介護（※）  

11短期入所療養介護（※）  

12 特定施設入居者生活介護（※）  

13 居宅介護支援  

14 介護予防支援（地域包括支援センター）  

介護老人福祉施設  

02 介護老人保健施設  

03 介護療養型医療施設  

04 訪問介護（※）  

05 訪問入浴介護（※）  

06 訪問看護（※）  

07 訪問リハビリテーション（※）  

（2）上記の質問で○を付けたもののうち、平成21年9月サービス分において、最も介護収入が多いサービスを番号で  

お答えください。（右づめで数字を記入）  

上記（1）の中で最も収入の多い番号  

（3）上記（2）の番号の介護収入は、貴施設において実施している介護保険サービスにおける介護収入全体のうち約  

何割程度か、お答えください。  

約□割程度  
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平成20年9月（1か月間）および平成21年9月（1か月  （4）貴施設において実施している介護保険サービスについて、   

問）の事業の収支状況等をお答えください。（右づめでそれぞれ数字を記入）  

①事業活動収入（注1）  

①のうち介護収入  

うち派遣職員費   円  I   l円   
（注1）「国庫補助金等特別積立金取崩額」、「減価償却費」、「引当金繰入」を計上しているところは、これらの  

金額を事業活動収入・事業活動支出からそれぞれ控除した額を記入  

（注2）派遣職員にかかる費用は除く  

貴法人についておうかがいします  

問5．法人が実施している事業  

（1）平成21年9月30日時点で、貴施設の属する法人が、貴施設以外で実施している介護保険サーービスについて、該当  

する番号全王⊆○をつけてください。（複数回答可）  

1 施設サービス（問4（1）01～03に該当）  

2 居宅サービス・地域密着型サービス（問4（1）04～20に該当）  

3 貴施設以外には、介護保険サービスの事業を実施していない  

（2）平成21年9月30日時点で、貴施設の属する法人が全量保険サービス以外の事業を実施している場合は、該当する  

番号全てに○をつけてください。（複数回答可）  

1 第】種・第二種社会福祉事業  

2 医療関係事業  

3 その他（具体的に：  

（3）平成21年9月30日時点で、酢以外の事業に携わる職員数は、法人全体の職員数のうち約何割程度  

かお答えください。（数字を記入）  

約□割程度  
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介護職員処遇改善交付金についておうかがいします  

問6．介護職員処遇改善交付金について  

（1）介護職員処遇改善交付金の申請状況についてお答えください。  

「 1申請する（申請予定、申請中を含む’ 2申請しない、 

検討中、ご謡三芸迄 みください，  
（2）介護職員処遇改善交付金を申請するために行った、又は行う予定の処遇改善の状況についてお答えください。（複  

数回答可）  

1 平成21年9月時点で、基本給や手当を引き上げている  

2 平成21年9月時点で、一時金を支給している  

3 今後（平成21年10月以降）、基本給や手当を引き上げる予定  

4 今後（平成21年10月以降）、一時金を支給する予定  

貴施設における介護老人福祉施設サービスについておうかがいします  

問7．平成21年9月サービスにおいて、以下の加算を算定している場合、該当する番号全工に○をつけてください。  

（複数回答可）  

1 日常生活継続支援加算  

3 サービス提供体制強化加算（Ⅰ）  

5 サービス提供体制強化加算（Ⅲ）  

2 夜勤職員配置加算  

4 サービス提供体制強化加算（Ⅱ）  

問8．平成20年9月30日および平成21年9月30日時点の入所定員（短期入所生活介護（ショートステイ）分は含みません）  

をお答えください。（右づめでそれぞれ数字を記入）  

平成21年9月30日時点の入所定員  平成20年9月30日時点の入所定員   

および平成21年9月の延べ利用者数（国保連請求額の基になっている人数。短期入所生活介護（ショ  問9．平成20年9月   

ートステイ）の空床利用型の人数を含む）をお答えください。（右づめでそれぞれ数字を記入）  

平成20年9月（1か月間）の延べ利用者数  平成21年9月（1か月間）の延べ利用者数  
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問10．平成20年9月30日および平成21年9月30日時点の職員数（派遣職員を除く）  の状況をお答えください。  

平成20年9月30日時点の職員数（派遣職員を除く）  

常勤職員数  非常勤職員数  

専従   、雲女  
常勤換算数  

実人員数  
換算数（小数第1位まで）   （小数第1位まで）  

①全職員数（施設長、  

事務職員等を含む）  
人   人   人   人   人  

②生活相談員数  人   人   人   人   人  

③介護職員数  人   人   人   人   人  

③のうち  

介護福祉士数   
人   人   人   人   人  

（彰看護職員数  人   人   人   人   人  

（9機能訓練指導  

員数  
人   人   人   人   人  

⑥介護支援専門  

員  
人   人   人   人   人  

常勤職員数  非常勤職員数  

専従   、葛女  実人員数   
常勤換算数  

換算数（小数第1位まで）   （小数第1位まで）  

①全職員数（施設長、  

事務職員等を含む）  
人   人   人   人   人   

②生活相談員数  人   人   人   人   人  

③介護職員数  人   人   人   人   人  

③のうち  

介護福祉士数   
人   人   人   人   人  

④看護職員数  人   人   人   人   人  

⑤機能訓練指導  

員数  
人   人   人   人   人  

⑥介護支援専門  
人   人   人   人   人   

員  

次のページからの従事者票についても、ご記入ください。  

6   



介護老人福祉施設（案）  

生活相談員、看護職員、看護職員、機能訓練指導員、介護支援専門員の方のみご記入ください。（施設長、事務職員等は除きます）  

性別  年齢   職種  勤続  勤務形儲    職位   資格の取得状況   
年数  く平  

だ成  
い  し平   さ2  9   （て該い9   

ず  て成  ○に兼い1、事成   、同年成  い0   態つ月     だあ月  し：月   月   ○く当る月   
れ  く 2  を従務○っ鼓し2   そ一致2  ○年   にい中    さる3  中  中   はだす資3   
か  だ1  つ草し に当て1   こ法を1  度   ○てに    い場0  に   の   いさる格0   

に  さ年  けして ○すい年   で人記年  と   を、ぉ  合日  お  実   
（⊃  い9  ててい をるた9   のの入9  平   つ該け  時  け  労   つ 号あ時   
を   月  くいる つも職月   勤経し月  成   け当る  ○点  る  働   で にり点   
つ   3  だる場 けの種3   続営て3  2   てす勤  をで  実  日   も ○まに   
け   0  さも合 ていに0   年すく0  1   くる務  つ管  労  数   をし有   

て   日  いのは くずつ日   数るだ日  年   だ勤形  け理  働  を   ったし   
く  に  に主 だれいに   も事さに  さ務態  て職  時  けらて  
だ  お  含薫いお  間  
さ  け  め所○け  を  し  

い  入   
12 3 45     12  記  

齢  生i介 看＝か介  
て  さ  コて  

る   

1  鼻   
だ   

記 入   支 操 専 門  士  

Ⅷ   
除ニ ツ  

く 、ノト   くい番が日  

7
 
 
 



兼務の状況  決まって支給する給与  
一時金  

（賞与・その他の臨時支給分）   

（つらて9  基本給   手当  て給（ま4  
○け、い月  く分賞で月   
はて該る3  だ）与に1  
いく当職0  く単給（入さ9   しさ9  さの・支日   
くだす種目  だ価の日しれ月   て九月  い合そ結か   
つさるが時  さ〉方給てた分   日計のさら   
でい番あ点  いをはも〈基と  

、  額他れ9   
も 0号りに  
）  

）記そしだ本し  をのた月  
にま兼  入のく さ総て  記臨－3   

○し務  し額はいを支   0記支  入時時0   

をたし  て（時○記給  入給  し支金目  

＊一時金（賞与・その他の臨時  
支給分）がない場合は、0（ゼ  

1  

・毒 －  
口）を記入してください。   

u 喜＝員  竜曇l毒  ≧孟 ！    口 ：右＝－7）の： こ手当の合計額； 『 】＿＿＿＿＿＿＿＿＿－＿＿l  叢  

丁 

0ロロOMl・2．3！・4．5．6） 「 ⊥「丁ハ 

2  3  4   56  7  

l  

l  円  ロ  2弓3ら4  5  6  7  
］  H 円  

（1）  ロ  山 2  3  4  5 6  7  一律 “      荊  】  円  ロ  2l34  5  6  7  I I 1 

ロ  2  13  n 4  5  6  7  ＝＝円  弓 ノ  
円  ロ  2】3  l4  5  6き7  円  

（2）                                                             ロ  】2  3 P  4  5  6  7  

！ミ■千下  翫  ト u ” u   

円   
円  ロ  2弓3  4  5  6l7  

H  
（5）  1 l  2ト3  n 4  5  6  7  

－！円 十卜下                l 円  ロ  n 2  3  4  5  6  7      ト   Ⅷ  円 円  

と円  ロ  2≒3§4  5  6  7  L ”    円  
（7）  112  3  l4  5  6  7  1円 1  ロ  2弓3∃4  u 5  6  7  1  ！‡円  馳    円  

8   



介護老人福祉施設（案）  

生活相談員、看護職員、看護職員、機能訓練指導員、介護支援専門員の方のみご記入ください。（施設長、事務職員等は除きます）  

性別  年齢   職種  勤続  職位  実労働 時間  実労働 日数   資格の取得状況   
年数  く平  

だ成  
い  し平   さ2   9   （て該い9   

ず  て成  ○に兼い1、事成   、同年成  い0   態つ月    だあ月  し三月   月   ○く当る月   
れ  く 2  を従務○っ該し2   そ一致2  ○年   中  中   はだす資3   

か  だ1  つ事し に当て1   こ法を1  度   の   いさる格0   

に  さ年  けして ○すい年   で人記年  と   〈い番が日   
○  い9  ててい をるた9   のの入9  平   にい中    ．萱彗                    （⊃てに     に                  を、ぉ     お  実                つ該け    、時  け  労   つ 号あ時   

を   月  くいる つも職月   勤経し月  成   け当る  ○点  る  働   で にり点   
つ   3  だる場 けの種3   続宮て3  2   てす勤  をで  実  日   も ○まに   
け   0  さも合 ていに0   年すく0  くる務  つ管   労  数   をし有   

て   日  いのは くずつ日   致るだ日  年   だ勤形  け理  働  を   ったし   

く  に  に主 だれいに   も事さに  さ務態  
て随  時 間  

けらて  
だ  お  含薫いお ○  
さ  け  め所け  を  し  

い  

く  
る   だ   

い業お  
だ さ  

～ M  

▲・≡   

誓   記 入   

9   



決まって支給する給与  
一時金  

兼務の状況  （賞与・その他の臨時支給分〉   

〈つらて9  基本給   手当  て給〈ま4  

○け、い月  く分賞で月  

はて該る3  だ〉与に1  

いく当職0  く単給（入さ9   しさ9   さの・支日  

くだす種日  だ価の日しれ月   てれ月  い合そ結か   
つさるが時  さ〉方総てた分   計のさら   
でい番あ点  いをはも〈基と  

、  

客引也れ9   

も ○号りに  ）記そしだ本し  をのた月   
） にま兼  入のく さ給て  記臨－3   

○し務  し緒はいを支   ○記支  入時時0   

をたし  て（時0記給  入給  し支金目  

ロ  

口  

羞  

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿l  

‖‾‾‾‾▼  
支給分）がない場合は、0（ゼ  
ロ）を記入してください。  

＝甘紺   i         ＊一時金（賞与・その他の臨時       千   こ手当の合計額・      L   l 至警】    i l   

10   



平成21年度介護従事者処遇状況等調査（案）  

（介護老人保健施設票）  

平成21年10月調査  

厚生労働省老健局  

事業所番号  1234567890   
施 設  名  0000   

所 在 地  東京都千代田区×××町2丁目1－1   

経 営 主 体  医療法人   

地i或 区 分  特別区   

右のラベルの5つの項目は、必ず確認して  

いただき、誤りや訂正がございましたら、恐  

れ入りますが朱書きで修正をお願い申し上  

げます。  

ID   1234567890   

パスワード  M655Q7h6   

お手数をおかけしますが、下の（1）～（5）に必ずご記入をお願いいたします。  

（  ）  （1）電 話 番 号：   

（2）F A X 番 号：   

（3）Eメールアドレス：  

（  ）  

（4）回 答 担 当 者：ご氏名 （役職：  ）  

（5）貴施設の活動の状況（平成21年9月末日時点）（下の1～3のどれか1つに○）  

1活動中  2 休止中  3 廃止  

※噛ませんので、このまま調査票   

を返送してください。  

（提出期限 平成21年10月31日）   



貴施設における介護報酬改定への対応および収支等の状況についておうかがいします  

問1．平成21年4月1日～9月30日の間の貴施設における介護従事者の給与等の引き上げ（手当の新設を含む）状況に  

ついて、該当する番号に1つだけ○をつけてください。  

1 給与等を引き上げた  

2 給与等の引き上げを行わなかったが、1年以内に引き上げる予定  

行っておらず、今後も引き上げる予定なし 

，ニユ→（問3へお進みください，  
【問1で「1」、「2」と答えた方におうかがいします】  

問2．給与等の引き上げ（手当の新設を含む）の内管  

（1）貴施設の介護従事者の給与等の引き上げ（手当の新設を含む）について、該当する番号ユ⊇に○をつけてくださ  

い。なお、1年以内に給与等を引き上げる（手当の新設を含む）予定の場合も、本間についてお答えください。  

1 給与等（定期昇給は除く）を全員引き上げ  
（問2（3）へお進みください）  

2 定期昇給のみを実施   

何らかの要件のもとに引き上げ  

引き上げる予定だが、引き上げの内容については未定   「；  

【間2（1）で「3」と答えた方におうかがいします】  

（2）給与等の引き上げ（手当の新設を含む）の要件について、該当する番号全三長○をつけてください。なお、1年  

以内に給与等を引き上げる（手当の新設を含む）予定の場合も、本間についてお答えください。（複数回答可）  

1 勤続年数を要件として引き上げ  

2 経験年数を要件として引き上げ  

3 資格の保有を要件として引き上げ  

4 勤務形態（常勤・非常勤）を要件として引き上げ  

5 勤務形態（正規・非正規）を要件として引き上げ  

6 勤務時間を要件として引き上げ  

7 管理職について引き上げ（ユニットリークヾ－を除く）  

8 管理職以外の者について引き上げ  

9 その他（具体的に：  

（3）貴施設の介護従事者の各種手当について引き上げまたは新設を行ったもの全三⊆○をつけてください。1年以  

内に給与等を引き上げる（手当の新設を含む）予定の場合も、本間についてお答えください。（複数回答可）  

引き上げまたは新設を行っていない場合は、8に○をつけてください。  

1 時間外手当（早朝・深夜・休日手当等）  6 資格手当  

7 その他  

（具体的な名称：  

8 引き上げまたは新設なし   

2 夜勤手当  

3 家族（扶養）手当  

4 通勤手当（通勤・交通費等）  

5 職務手当（役付手当等）  



問3．介護従事者に対する処遇に関して、平成21年4月の介護報酬改定を受けての貴施設における対応状況についてお  

該当する1～5の記号に1つだけ○をつけてください。  尋ねします。下表（次ページに続く）A～0の項目ごとに、   

（○はそれぞれ1つずつ）  

（注）  

従来・・・平成21年3月31日以前  

今回…平成21年4月1日～平成21年9月30日  

（B） 労働時間（夜勤を含む）、労働日数の適正化   

（D） 昇給または昇進・昇格要件の明確化   1.2 

（F）賃金体系等の人事制度の整備   

その他（具体的に）  

その他（具体的に）  

2   



（注）  

従来・・平成21年3月31日以前  

今回・＝平成21年4月1日～平成21年9月30日  

（N） 出産・子育て支援の強化   

その他（具体的に）  

問4．同一敷地内で実施している介護保険サービス  

（1）平成21年9月30日時点において、貴施設と同一または隣接の敷地内で実施している貴施設を含めた介護保険サ  

ービスについて、実施しているサービスの番号全工に○をつけてください。（複数回答可）  

15 小規模多機能型居宅介護（※）  

16 夜間対応型訪問介護  

17 認知症対応型適所介護（※）  

18 認知症対応型共同生活介護（※）  

19 地域密着型特定施設  

20 地域密着型介護老人福祉施設  

（※）は、介護予防を含む  

08 適所介護（※）  

09 通所リン＼どリテーション（※）  

10 短期入所生活介護（※）  

11短期入所療養介護（※）  

12 特定施設入居者生活介護（※）  

13 居宅介護支援  

14 介護予防支援（地域包括支援センター）  

01介護老人福祉施設  

㊥  介護老人保健施設  
03 介護療養型医療施設  

04 訪問介護（※）  

05 訪問入浴介護（※）  

06 訪問看護（※）  

07 訪問リハビリテーション（※）  

（2）上記の質問で○を付けたもののうち、平成21年9月サービス分において、最も介護収入が多いサービスを番号で  

お答えください。（右づめで数字を記入）  

上記（1）の中で最も収入の多い番号  

（3）上記（2）の番号の介護収入は、貴施設において実施している介護保険サービスにおける介護収入全体のうち約  

何割程度か、お答えください。  

約口割程度  

ー▼1すil   



および平成21年9月（1か月  平成20年9月（1か月間）  （4）貴施設において実施している介護保険サービスについて、   

間）の事業の収支状況等をお答えください。（右づめでそれぞれ数字を記入）   

①事業活動収入（注1）  

（∋のうち介護収入  

（注1）「国庫補助金等特別積立金取崩額」、「減価償却費」、「引当金繰入」を計上しているところは、これらの  

金額を事業活動収入・事業活動支出からそれぞれ控除した額を記入  

（注2）派遣職員にかかる費用は除く  

貴法人についておうかがいします  

問5．法人が実施している事業  

（1）平成21年9月30日時点で、貴施設の属する法人が、貴施設以外で実施している企謹保険サービスについて、該当  

する番号全壬生○をつけてください。（複数回答可）  

1 施設サービス（問4（1）01～03に該当）  

2 居宅サービス・地域密着型サービス（問4（1）04～20に該当）  

3 貴施設以外には、介護保険サービスの事業を実施していない  

（2）平成21年9月30日時点で、貴施設の属する法人が企護保険サービス以外の事業を実施している場合は、該当する  

番号全てに○をつけてください。（複数回答可）  

1 第一種・第二種社会福祉事業  

2 医療関係事業  

3 その他（具体的に：  

（3）平成21年9月30日時点で、企護保険サ「ビス以外の事業に携わる職員数は、法人全体の職員数のうち約何割程度  

かお答えください。（数字を記入）  

約□割程度  

4   



介護職員処遇改善交付金についておうかがいします  

問6．介護職員処遇改善交付金について  

（1）介護職員処遇改善交付金の申請状況についてお答えください。   

「 1申請する（申請予定、申請中海） 2申請しない、 

検討中、巴ご謡三芸迄 みください，  
（2）介護職員処遇改善交付金を申請するために行った、又は行う予定の処遇改善の状況についてお答えください。（複  

数回答可）  

1 平成21年9月時点で、基本給や手当を引き上げている  

2 平成21年9月時点で、一時金を支給している  

3 今後（平成21年10月以降）、基本給や手当を引き上げる予定  

4 今後（平成21年10月以降）、一時金を支給する予定  

貴施設における介護老人保健施設サービスについておうかがいします  

間7．平成21年9月サービスにおいて、以下の加算を算定している場合、該当する番号全三＿EOをつけてください。  

（複数回答可）  

2 サービス提供体制強化加算（Ⅰ）  

4 サービス提供体制強化加算（Ⅲ）  

1 夜勤職員配置加算  

3 サービス提供体制強化加算（Ⅱ）  

よ び平成21年9月30日時点の入所定員をお答えください。（右づめでそれぞれ数幸を記入）  問8．平成20年9月30日お   

平成21年9月30日時点の入所定員  平成20年9月30日時点の入所定員   

および平成21年9月の延べ利用者数（国保連請求額の基になっている人数。短期入所療養介護（ショ  問9．平成20年9月   

ートステイ）の人数を含む）をお答えください。（右づめでそれぞれ数字を記入）  

平成20年9月（1か月間）の延べ利用者数  平成21年9月（1か月間）の延べ利用者数  

■u   



時点の職員数（派遣職員を除く）の状況をお答えください。  および平成21年9月30日   問10．平成20年9月30日  

平成20年9月30日時点の職員数（派遣職員を除く）  

常勤職員数  非常勤職員数  

丁  実人員数   
常勤換算数  

専従  
換算数（小数第1位まで）   （′ト数第1位まで）  

①全職員数（施設長、  
人   人   人   人   人  

医師、事務職員等を含む）  

②看護職員数   人   人   人   人   人  

③介護職員数   人   人   人   人   人  

（∋のうち  

介護福祉士数   
人   人   人   人   人  

④支援相談員数   人   人   人   人   人  

⑤理学療法士・  

作業療法士・  人   人   人   人   人  

言語聴覚士数  

⑥介護支援専門  

員数   
人   人   人   人   人   

平成21年9月30日時点の職員数（派遣職員を除く）  

常勤職員数  非常勤職員数  

マニ  実人員数   
常勤換算数  

専従  
換算数（小数第1位まで）   （ノト数第ユ位まで）  

（D全職員数（施設長、  
人   人   人   人   人  

医師、事務職員等を含  

②看護職員数   人   人   人   人   人  

③介護職員数   人   人   人   人   人  

③のうち  

介護福祉士数   
人   人  人   人   人  

④支援相談員数   人  人  人   人   人  

⑤理学療法士・  

作業療法士・  人   人   人   人   人  

言語聴覚士数  

（参介護支援専門  
人   人   人   人   人   

員数  

次のページからの従事者票についても、ご記入ください。  

6   



介護老人保健施設（案）  

※看護職月、介護職員、支援相談員、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、介護支援専門員の方のみご記入ください。‾（施設長、医師、事務職員等は除きます）  

性別  年l舌   職種  勤続  勤務形態     ♯位  実労■ 時間  実労t 日数   資格の取得状潔   
年数  く平  

だ成  
い  し平   さ2                     ＊さかて従平  9   〈て該い9   

ず  て成  ○に兼い1、事成  同年成  い0   態つ月     だあ月  い月  月   ○く当る月   
れ  く2  を従務○っ該し2      そ一致2  ○年   にい中     さる3  ○中  中   はだす資3   

7  

■ u   



兼務の状況  決まって支給する稔与  
一時金  

（賞与・その他の臨時支給分）   

（つらて9  基本給   手当  て給〈ま4  

○け、い月  く分賞で月  
はて該る3  だ）与に1  

いく当織0  く単絵（入さ9   しさ9   さの・支日  

くだす種日  だ価の日しれ月   てれ月  い合そ結か   
つさるが時  さ）方絵てた分   0計のさら   

でい番あ点  いをはもく基と  
、  

領地れ9   

も ○号りに  ）記そしだ本し  をのた月   
） にま兼  入のくさ給て  ○  記臨－3   

○し務  し額はいを支   記支  入時時0   

をたし  て（時○記給  入給  し支金日  

匹  

2  2  

看 謹   介 護   

＿＿＿－＿＿＿＿＿■＿＿＿I   部蕃牢  支給分）がない場合は、0（ゼ   

栄  

1   

手（  通  口）を記入してください。   

1  

＊一時金（賞与・その他の臨時  

当早 き斬  

手  
S    養  当  
T    士   交   

2  3  4  5  6  7  円  ロ  2  3  4  5  6  7  L  円  
（1）   

2  3  4  5  6  7  
ロ                          円               j                                 ロ                        円               円  ロ  2  3  4  5  6  7               円   

8
 
 
 



介護老人保健施設（案）  

※看護職貞、介護職員、支援相談員、理学療法士、作業療法士、言言吾聴覚士、介護支援専門員の方のみご記入ください。（施設長、医師、事務職旦等は除きます）  

性別  年齢   甘穫  動線  責格の取得状属   
年数   

だ成  
（て訪い9   

0く当る月   
はだす資3   
いさる格0   

9  

・lj   



兼務の状況  決まって支給する給与  
一時金  

（賞与・その他の臨時支給分）   

（つらて9  基本給   手当  て給（ま4  

○け、い月  く分賞で月  
はて該る3  だ）与に1  
いく当職0  く単給（入さ9   しさ9   さの・支日  
くだす種日  だ価の目しれ月   てれ月  い合そ結か   
つさるが時  さ〉方給てた分   0計のさら   

でい番あ点  いをはもく基と  
、  額他れ9   

も 0号りに  ）記そしだ本し  をのた月   
） にま兼  入のくさ絵て  ○  記臨－3   

0し務  し額はいを支   記支  入時時0   

をたし  て（時¢記絵  入給  し支金日  

6  

2  2345  

看 讃   介 蓋蔓   

員   新藤牢  
＿＿＿．＿＿＿＿＿．＿＿＿＿＿l   

○   ） 支給分）がない場合は0（ゼ   

門  

1   

手〈 適役  ロ）を記入してください。   

見  
1  

＊一時金（賞与・その他の鴎時  

当早  

手勤付  
当  

ロ  ！0 u  β  β  円  β  0円  
入  

記  例  1 ロ  2  3  4  5  6  7                  ロ  措  α∂ u  小円  1 ′ 2  3  4  5  l 6  7    u ‖    口 u        2  3  4 H  5  ④  7  7  9  ロ  0  0  β  円    ‖ β亘0  β≧∂云  12 n  3  ㊥  罰  16  7    4  β  口 0妻∂  ∂  0円   

23  4  5  6  7  円  ロ   円  

（12）   

芯  
2 円  Ⅷ  ロ  2  3  4  5ら67  円  

7  
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平成21年度介護従事者処遇状況等調査（案）  

（介護療養型医療施設票）  

平成21年10月調査  

厚生労働省老健局  

事業所番号  1234567890   
施 設  

名  0000   

所 在 地  東京都千代B区×××町2丁目1－1   

経 営 主 体  医療法人   

地 域 区 分  特別区   

右のラベルの5つの項目は、必ず確認して  

いただき、誤りや訂正がございましたら、恐  

れ入りますが朱書きで修正をお願い申し上  

げます。  

lD   1234567890   

パスワード  M655Q7h6   

お手数をおかけしますが、下の（1）～（5）に必ずご記入をお願いいたします。  

（1）電 話 番 号：   

（2）F A X 番 号：   

（3）Eメールアドレス：  

〔、  ミ  

（  ）  

（4）回 答 担 当 者：ご氏名 ＋ ）  

（5）貴施設の活動の状況（平成21年9月末日時点）（下の1～3のどれか1つに○）  

1 活動中  2 休止中  3 廃止  

※2、：∋の場合、聞入していただく必要はありませんので、このまま調査票   

を返送してください。  

（提出期限 平成21年10月31日）   



貴施設における介護報酬改定への対応および収支等の状況についておうかがいします  

問1．平成21年4月1日～9月30日の間の貴施設における介護従事者の給与等の引き上げ（手当の新設を含む）状況に  

ついて、該当する番号に1つだけ○をつけてください。  

1 給与等を引き上げた  

2 給与等の引き上げを行わなかったが、1年以内に引き上げる予定  

行っておらず、今後も引せ上げる予定なし 

）ニユ→（問。へお進みください，  
【問1で「1」、「2」と答えた方におうかがいします】  

問2．給与等の引き上げ（手当の新設を含む）の内容  

（1）貴施設の介護従事者の給与等の引き上げ（手当の新設を含む）について、該当する番号1つに○をつけてくださ  

い。なお、1年以内に給与等を引き上げる（手当の新設を含む）予定の場合も、本間についてお答えください。  

1 給与等（定期昇給は除く）を全員引き上げ  
（問2（3）へお進みください）  

2 定期昇給のみを実施   

何らかの要件のもとに引き上げ  

引き上げる予定だが、引き上げの内容については未定   「；  

【間2（1）で「3」と答えた方におうかがいします】  

（2）給与等の引き上げ（手当の新設を含む）の要件について、該当する番号全てに○をつけてください。なお、1年  

以内に給与等を引き上げる（手当の新設を含む）予定の場合も、本間についてお答えください。（複数回答可）  

1 勤続年数を要件として引き上げ  

2 経験年数を要件として引き上げ  

3 資格の保有を要件として引き上げ  

4 勤務形態（常勤・非常勤）を要件として引き上げ  

5 勤務形態（正規・非正規）を要件として引き上げ  

6 勤務時間を要件として引き上げ  

7 管理職について引き上げ（ユニットトゲーを除く）  

8 管理職以外の者について引き上げ  

9 その他（具体的に：  

（3）貴施設の介護従事者の各種手当について引き上げまたは新設を行ったもの全てに○をつけてください。1年以  

内に給与等を引き上げる（手当の新設を含む）予定の場合も、本間についてお答えください。（複数回答可）  

引き上げまたは新設を行っていない場合は、8に○をつけてください。  

1 時間外手当（早朝・深夜・休日手当等）  6 資格手当  

7 その他  

（具体的な名称：  

8 引き上げまたは新設なし   

2 夜勤手当  

3 家族（扶養）手当  

4 通勤手当（通勤・交通費等）  

5 職務手当（役付手当等）  



問3．介護従事者に対する処遇に関して、平成21年4月の介護報酬改定を受けての貴施設における対応状況についてお  

尋ねします。下表（次ページに続く）A～0の項目ごとに、該当する1′－、一5の記号にユユだ吐○をつけてください。  

（○はそれぞれ1つずつ）  

（注）  

従来…平成21年3月31日以前  

（B） 労働時間（夜勤を含む）、労働日数の適正化   2  3   

（F） 賃金体系等の人事制度の整備   

その他（具体的に）  

その他（具体的に）  

2   



（注）  

従来・・・平成21年3月31日以前  

今回…平成21年4月1日～平成21年9月30日  

（N） 出産・子育て支援の強化   

その他（具体的に）  

問4．同一敷地内で実施している介護保険サービス  

（1）平成21年9月30日時点において、貴施設と同一または隣接の敷地内で実施している貴施設を含めた介護保険サ  

ービスについて、実施しているサービスの番号全三拉○をつけてください。（複数回答可）  

15 小規模多機能型居宅介護（※）  

16 夜間対応型訪問介護  

17 認知症対応型通所介護（※）  

18 認知症対応型共同生活介護（※）  

19 地域密着型特定施設  

20 地域密着型介護老人福祉施設  

（※）は、介護予防を含む  

08 適所介護（※）  

09 適所リハビリテーション（※）  

10 短期入所生活介護（※）  

＝ 短期入所療養介護（※）  

12 特定施設入居者生活介護（※）  

13 居宅介護支援  

14 介護予防支援（地域包括支援センター）  

01介護老人福祉施設  

02 介護老人保健施設  

毎）  
介護療養型医療施設  

04 訪問介護（※）  

05 訪問入浴介護（※）  

06 訪問看護（※）  

07 訪問リハビリテーション（※）  

（2）上記の質問で○を付けたもののうち、平成21年9月サービス分において、最も介護収入が多いサービスを番号で  

お答えください。（右づめで数字を記入）  

上記（1）の中で最も収入の多い番号  

（3）上記（2）の番号の介護収入は、貴施設において実施している介護保険サービスにおける介護収入全体のうち約  

何割程度か、お答えください。  

約□割程度   



（4）貴施設において実施している介護保険サービスについて、平成20年9月（1か月間）および平成21年9月（1か月  

間）の事業の収支状況等をお答えください。（右づめでそれぞれ数字を記入）  

収支項目  
平成20年9月  平成21年9月  

（1か月間）  （1か月間）   

①介護収益・医業収益（注1）  l    円  巨＝…＝＝円  

（∋ うち介護収益  l    t円  t     一円   

②介護費用・医業費用（注1）  l    t円  1   l円   
②のうち給与総額（注2）  

②のうち委託費  
円  

うち派遣職員費   目し仁∴…＝円  l   l円   
（注1）「国庫補助金等特別積立金取崩額」、「減価償却費」、「引当金繰入」を計上しているところは、これらの  

金額を事業活動収入・事業活動支出からそれぞれ控除した額を記入  

（注2）派遣職員にかかる費用は除く  

貴法人についておうかがいします  

問5．法人が実施している事業  

（1）平成21年9月30日時点で、貴施設の属する法人が、貴施設以外で実施している卿について、該当  

する番号全工⊆○をつけてください。（複数回答可）  

1 施設サービス（問4（1）01～03に該当）  

2 居宅サービス・地域密着型サービス（問4（1）04～20に該当）  

3 貴施設以外には、介護保険サ「ビスの事業を実施していない  

（2）平成21年9月30日時点で、貴施設の属する法人が介護保険サー瑚軒している場合は、該当する  

番号全てに○をつけてください。（複数回答可）  

1 第一種・第二種社会福祉事業  

2 医療関係事業  

3 その他（具体的に：  

（3）平成21年9月30日時点で、介護保険サービ昭和ま、法人全体の職員数のうち約何割程度  

かお答えください（，（数字を記入）  

約□割程度  

4   



介護職員処遇改善交付金についておうかがいします  

問6．介護職員処遇改善交付金について  

（1）介護職員処遇改善交付金の申請状況についてお答えください。   

「 1申請する（申請予定、申請中を含む’ 2申請しない、検討中、 

みください，  

（2）介護職員処遇改善交付金を申請するために行った、又は行う予定の処遇改善の状況についてお答えください。（複  

数回答可）  

1平成21年9月時点で、基本給や手当を引き上げている  

2 平成21年9月時点で、一時金を支給している  

3 今後（平成21年10月以降）、基本給や手当を引き上げる予定  

4 今後（平成21年10月以降）、一時金を支給する予定  

貴施設における介護療養型医療施設サービスについておうかがいします  

問7．平成21年9月サービスにおいて、以下の加算を算定している場合、該当する番号全三1⊆○をつけてください。  

夜勤職員配置加算については、平成20年9月と平成21年9月の状況を別々にお答えください。（複数回答可）  

2 夜勤職員配置加算（平成呈1年9月）  

4 サービス提供体制強化加算（Ⅱ）  

1夜勤職員配置加算（平成型年9月）  

3 サービス提供体制強化加算（Ⅰ）  

5 サービス提供体制強化加算（Ⅲ）  

問8．平成20年9月30日および平成21年9月30日時点の入所定員をお答えください。（右づめでそれぞれ数字を記入）  

平成21年9月30日時点の入所定員  平成20年9月30日時点の入所定員   

および平成21年9月の延べ利用者数（国保連請求額の基になっている人数。短期入所療養介護（ショ  問9．平成20年9月   

ートステイ）の人数を含む）をお答えください。（右づめでそれぞれ数字を記入）  

平成20年9月（1か月間）の延べ利用者数  平成21年9月（1か月間）の延べ利用者数  

5   



30日および平成21年9月30日時点の職員数（派遣職員を除く）の状況をお答えください。  問10．平成20年9月   

平成20年9月30日時点の職員数（派遣職員を除く）  

常勤職員数  非常勤職員数  

常勤換算数  
専従   胃  実人員数  

換算数（小数第1位まで）   （／ト数第1位まで）  

①全職員数（管理者、  
人   人   人   人   人  

医師事務職邑等を含む）  

（∋看護職員数  人   人   人   人   人  

③介護職員数  人   人   人   人   人  

③のうち  
人   人   人   人   人  

介護福祉士数  

④理学療法士・  
人   人   人   人   人  

作業療法士数  

⑤介護支援専門  
人   人   人   人   人   

員数  

平成21年9月30日時点の職員数（派遣職員を除く）  

常勤職員数  非常勤職員数  

実人員数   
常勤換算数  

専従   ヽ ‘：r  

換算数（′卜数第1位まで）   （小数第1位まで）  

（D全職員数（管理者、  
人   人   人   人   人  

医師事務職員等を含む）  

②看護職員数  人   人   人   人   人  

③介護職員数  人   人   人   人   人  

③のうち  
人   人   人   人   人  

介護福祉士数  

④理学療法士・  
人   人   人   人   人  

作業療法士数  

人   人   人   人   人   

次のページからの従事者票についても、ご記入ください。  

6   



介護療養型医療施設（案）  

看護職員、介護職員、理学療法士、作業療法士、介護支援専門員の方のみご記入ください。（管理者、医師、事務職員等は除きます）  

も ○まに   

7
 
 
 



決まって支給する給与  
一時金  

兼務の状況  （賞与・その他の臨時支給分）   

′へつらて9  基本給   手当  て給〈ま4  

○け、い月  く分賞で月  
はて該る3  だ）与に1  

いく当職0  く単給（入さ9   さの・支日  

くだす種日   だ価の日しれ月   い合そ給か   
つさるが時   さ）方給てた分   計のさら   
でい番あ点   いをはもく基と  

、  

額他れ9   

も ○号りに   ）記そしだ本し  をのた月   
） にま兼   入のくさ給て  記鴎－3   

○し務   し績はいを支  入時時0   

をたし   て（時○記給  し支金日  

1  

： ：手当の合計祐：   
＿＿■－－＿＿■＿＿＿＿＿I   

＊一時金（賞与・その他の臨時  

l ：右（ト7）の     手（  支給分）がない場合は、0（ゼ  

1  

口）を記入してください。  

1  

嚢  頚  
L  

ロ  2  u 3弓   4  5  6  円  

【  
円  皿  2  3  4岳51   6 u  7                円   

u  

l   

2  3  4  5  6  円  ロ  2  3  4ら5   6  7  円  

円   （5）  ロ              i          ー。        F                                        ロ  2  3  4  5  6            円                円  ロ  2  3  4  5  6  7  

8   



介護療養型医療施設（案）  

看護職員、介護職員、理学療法士、作業療法士、介護支援専門員の方のみご記入ください。（管理者、医師、事務職員等は除きます）  

性別  年齢   職種  勤続  勤務形儲    ♯位   資格の取得状況   
年数  く平  

だ成  
〈て該い9   
（⊃く当る月   

はだす資3   
いさる格0   

9
 
 
 



兼務の状況  決まって支給する給与  
一時金  

（賞与・その他の臨時支給分）   

．（つらて9 ’ 基本給   手当  て給（ま4  

○けい月  く分賞で月  
はて該る3  だ）与に1  

いく当職0  く単給〈入さ9   しさ9   さの・支日  
くだす種日  だ価の日しれ月   てれ月  い合そ結か   
つさるが時  さ）方給てた分   0計のさら   

でい番あ点  いをはもく基と  
、  

書貞他れ9   

も ○号りに  
）  

）記そしだ本し  をのた月  
にま兼  入のくさ絵て  記臨－3   

○し務  し領はいを支  入時時0   

をたし  て〈時 0記給   入給  し支金日  

…よ時i孟 夜間‘勤  

12 看介 護護 職職 鼻員  ＊一時金（賞与・その他の臨時  

：手当の合計額：  ＿＿＿一＿＿＿＿＿＿＿＿＿l  
支給分）がない場合は、0（ゼ  

1  

騨    ll ：右（卜7）の：       ・外手 讐≡当     T  ロ）を記入してください。  

】 1  

手（ 当早 筆朝   

手 当  ・㌫t川■■■‖  

β1 βll l  
t  

ロ  2  3  4  5  6  円  

（16）  

2  3  4  5  6  円   
円  円  ロ  2  3  4  5  6  7  7  

10   



平成21年度介護従事者処遇状況等調査（案）  

（訪問介護事業所票）  

平成21年10月調査  

厚生労働省老健局  

事業所番号  1234567890   

事 業 所 名  0000   

所 在 地  東京都千代田区×××町2丁目1－1   

経 営 主 体  営利法人   

地 主或 区 分  特別区   

右のラベルの5つの項目は、必ず確認して  

いただき、誤りや訂正がございましたら、恐  

れ入りますが朱書きで修正をお願い申し上  

げます。  

lD   1234567890   

パスワード  M655Q7h6   

お手数をおかけしますが、下の（1）～（5）に必ずご記入をお願いいたします。  

（  ）  

（1）電 話 番 号：   

（2）F A X 番 号：   

（3）Eメールアドレス：  

（  ）  

（4）回 答 担 当 者：ご氏名 （役職：  ）  

（5）貴施設の活動の状況（平成21年9月末日時点）（下の1～3のどれか1つに○）  

1活動中  2 休止中  3 廃止  

※2、3の場合、今回の調査に記入していただく必要はありませんので、このまま調査票   

を返送してください。  

（提出期限 平成21年10月31日）   



貴事業所における介護報酬改定への対応および収支等の状況についておうかがいします  

問1，平成21年4月1日～9月30日の間の貴事業所における介護従事者の給与等の引き上げ（手当の新設を含む）状況  

について、該当する番号に1つだけ○をつけてください。  

給与等を引き上げた  

給与等の引き上げを行わなかったが、1年以内に引き上げる予定  

1
 
2
 
3
 
4
 
 
給与等の引き上げを行っておらず、今後も引き上げる予定なし  

その他（具体的に：   ＝二＿＿＿＿．  （間3へお進みください）  
【問1でrl」、「2」と答えた方におうかがいします】  

問2．給与等の引き上げ（手当の新設を含む）の内容  

（1）貴施設の介護従事者の給与等の引き上げ（手当の新設を含む）について、該当する番号ユ巷○をつけてくださ  

い。なお、1年以内に給与等を引き上げる（手当の新設を含む）予定の場合も、本間についてお答えください。  

1 給与等（定期昇給は除く）を全員引き上げ（予定）  
（間2（3）へお進みください）  

2 定期昇給のみを実施（予定）  

何らかの要件のもとに引き上げ（予定）  

引き上げる予定だが、引き上げの内容については未定   「；  
【問2（1）で「3」と答えた方におうかがいします】  

（2）給与等の引き上げ（手当の新設を含む）の要件について、該当する番号全主に○をつけてください。なお、1年  

以内に給与等を引き上げる（手当の新設を含む）予定の場合も、本間についてお答えください。（複数回答可）  

1 勤続年数を要件として引き上げ  

2 経験年数を要件として引き上げ  

3 資格の保有を要件として引き上げ  

4 サービス提供責任者を要件として引き上げ  

5 勤務形態（常勤・非常勤）を要件として引き上げ  

6 勤務形態（正規・非正規）を要件として引き上げ  

7 登録訪問介護員を要件として引き上げ  

8 勤務時間を要件として引き上げ  

9 その他（具体的に：  

（3）貴施設の介護従事者の各種手当について引き上げまたは新設を行ったもの全三j三○をつけてください。1年以  

内に給与等を引き上げる（手当の新設を含む）予定の場合も、本間についてお答えください。（複数回答可）  

引き上げまたは新設を行っていない場合は、9に○をつけてください。  

1 時間外手当（早朝・深夜・休日手当等）  6 資格手当  

7 研修手当  

8 その他  

（具体的な名称：  

9 引き上げまたは新設なし  

2 家族（扶養）手当  

3 通勤手当（通勤・交通費等）  

4 移動手当  

5 職務手当（役付手当等）  

i   



問3．介護従事者に対する処遇に関して、平成21年▲4月の介護報酬改定を受けての貴事業所における対応状況について  

1～5の記号に1つだけ○をつけてください。  お尋ねします。下表（次ページに続く）A～0の項目ごとに、該当する   

（○はそれぞれ1つずつ）  

（注）  

従来…平成21年3月31日以前  

今回‥・平成21年4月1日～平成21年9月30日  

（B） 労働時間、労働目数の適正化   

（C）能力や仕事ぶりの評価と配置・処遇への反映   

（F）賃金体系等の人事制度の整備   

その他（具体的に）  

（Ⅰ）部下指導を管理職等の役割として明確化   

（」）新人職員の指導担当・アドバイザーの設 

その他（具体的に）  

2   



（注）  

従来…平成21年3月31日以前  

今回…平成21年4月1日～平成21年9月30日  

（N） 出産・子育て支援の強化   

その他（具体的に）  

問4．同一敷地内で実施している介護保険サービス  

（1）平成21年9月30日時点において、貴事業所と同一または隣接の敷地内で実施している貴事業所を含めた介護保  

険サービスについて、実施しているサービスの番号全三邑○をつけてください。（複数回答可）  

15 小規模多機能型居宅介護（※）  

16 夜間対応型訪問介護  

17 認知症対応型適所介護（※）  

18 認知症対応型共同生活介護（※）  

19 地域密着型特定施設  

20 地域密着型介護老人福祉施設  

（※）は、介護予防を含む  

08 適所介護（※）  

09 通所リハビリテーション（※）  

10 短期入所生活介護（※）  

11短期入所療養介護（※）  

12 特定施設入居者生活介護（※）  

13 居宅介護支援  

14 介護予防支援（地域包括支援センター）  

01介護老人福祉施設  

02 介護老人保健施設  

03 介護療養型医療施設  

亙  訪問介護（※）  
05 訪問入浴介護（※）  

06 訪問看護（※）  

07 訪問リハビリテーション（※）  

（2）上記の質問で○を付けたもののうち、平成21年9月サービス分lこおいて、最も介護収入が多いサービスを番号で  

お答えください。（右づめで数字を記入）  

上記（1）の中で最も収入の多い番号  

（3）上記（2）の番号の介護収入は、貴事業所において実施している介護保険サービスにおける介護収入全体のうち  

約何割程度か、お答えください。  

約□割程度  

ー」   



平成20年9月（1か月間）および平成21年9月（1か  （4）貴事業所において実施している介護保険サービスについて、   

月間）の事業の収支状況等をお答えください、）（右づめでそれぞれ数字を記入）  

①のうち介護収入  

（注1）「国庫補助金等特別積立金取崩額」、「減価償却費」、「引当金繰入」を計上しているところは、これらの  

金額を事業活動収入・事業活動支とtlからそれぞれ控除した額を記入  

（注2）派遣職員にかかる費用は除く  

貴法人についておうかがいします  

問5．法人が実施している事業  

（1）平成21年9月30日時点で、貴事業所の属する法人が、貴事業所以外で実施している介護保険サー・ビスについて、  

該当する番号全主に○をつけてください。（複数回答可）  

1 施設サービス（間4（1）01～03に該当）  

2 居宅サービス・地域密着型サービス（問4（1）04～20に該当）  

3 貴事業所以外には、介護保険サービスの事業を実施していない  

（2）平成21年9月30日時点で、貴事業所の属する法人が企針施してい急場合は、該当す  

る番号全てに○をつけてください。（複数回答可）  

1 第一種・第二種社会福祉事業  

2 医療関係事業  

3 その他（具体的に：  

（3）平成21年9月30日時点で、介護保険サービス以外の事業に携わる職員数は、法人全体の職員数のうち約何割程度  

かお答えください。，（数字を記入）  

約 □ 割程度  

4   



介護職員処遇改善交付金についておうかがいします  

問6．介護職員処遇改善交付金について  

（1）介護職員処遇改善交付金の申請状況についてお答えください。   

「 1申請する（申請予定、申請中を含む’ 2申請しない、 

検討中、ご諾三芸迄 みください）  
（2）介護職員処遇改善交付金を申請するために行った、又は行う予定の処遇改善の状況についてお答えください。（複  

数回答可）  

1 平成21年9月時点で、基本給や手当を引き上げている  

2 平成21年9月時点で、一時金を支給している  

3 今後（平成21年10月以降）、基本給や手当を引き上げる予定  

4 今後（平成21年10月以降）、一時金を支給する予定  

貴事業所における訪問介護サービスについておうかがいします  

問7．平成20年9月および平成21年9月サービスにおいて、以下の加算を算定している場合、該当する番号皇王に○を  

つけてください。（複数回答可）  

加算項目   平成20年9月   平成21年9月   

1 特定事業所加算（Ⅰ）   

2 特定事業所加算（Ⅱ）   2   2   

3 特定事業所加算（Ⅲ）   3   3   

4 中山間地域等における小規模事業所加算  4   

および平成21年9月の延べ訪問回数（国保連請求額の基になっている回数）をお答えください。  問8．平成20年9月   

（右づめでそれぞれ数字を記入）  

平成20年9月（1か月間）の延べ訪問回数  平成21垂旦旦（1か月間）の延べ訪問回数  

5   



30日時点の職員数（派遣職員を除く）の状況をお答えください0  30日および平成  21年9月   

平成20年9月30日時占の職員数（派遣職員を除く）  

常勤職員数  非常勤職員数  

常勤換算数  
専従   、  マ      兼務   実人員数  

換算数（小数第1位まで）   
（小数第l位まで）  

①全職員数（事業所長、  

事務職員等を含む）  人   人   人   人   人  

②訪問介護員数  人   人   人   人   人  

②のうち介護福  
人   人   人   人   人  

祉士数  

②のうち登録訪  
人   人   

問介護員数  

平成21年9月30日時占の職員数（派遣職員を除く）  

常勤職員数  非常勤職員数  

常勤換算数  
専従  兼務   実人員数  

換算数（小数第1位まで）   
（′ト数第1位まで）  

①全職員数（事業所長、  

事務職員等を含む）  人   人   人   人   人  

②訪問介護員数  人   人   人   人   人  

②のうち介護福  
人   人   人   人   人  

祉士数  

②のうち登録訪  
人   人   

問介護員数  

次のページからの従事者票についても、ご記入ください0  

6   



訪問介護事業所（案）  

※訪問介護員（サービス提供責任者含む）の方のみご記入ください。（事業所長、事務職員等は除きます）  

勤務形態  障位  実労働 時間  実労榊 日数   資格の取得状況  兼務の状況   

く平  

（て該い9  〈つらて9  
○く当る月  
はだす資3  
いさる格0  

記  
1  8  9  10  1  

入  

例   平成 21年虎   

1  2  3  ロ  時間  

（1）  男  女  歳   年   

ロ   

日  

時間  
日   

平成 20年度  

（2）  男  女  歳   年  
日  

平成 21年度   時間  日   

7
 
 
7
 
 

1
】
卜
．
、
】
J
 
 

6
 
6
 
 

5
 
 
 
5
 
 
 

7
7
 
 

町
J
「
針
 
 

－
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■
 
 

8
8
 
 
 

7
 
 
 

L
L
1
 
 
 

6
6
 
 

－
 
 
 
 
 
 
 
 
－
 
 

－
 
 5
 
㌦
 
5
 
 

9
一
9
 
 

7
 
 

㌣ ㍉欄   



決まって支給する給与  
一時金  

（賞与・その他の随時支給分）   

基本給（「月額」、「日軌、「時給」のうち、  
該当欄にその数値をお書きください。）  

手当  
て給〈ま4  
く分賞で月  
だ）与に1  

しさ9  ．■一一一＿一一＝＿一一－－、一一－・・－－  さの・支日   

賃金の支払   
てれ月  該当する番号に ：  い合そ給か  

0計のさら  
賃金の支払が  賃金の支払が  が  0誓言■諾㌘い ミ  韓他れ9   

月給の者   日給の者  時給の者  
をのた月  

いをて ○  記臨－3   
記支  入時時0  

（1か月あたり）   （：1日あたり）   （1時間あた   入絵  し支全日  

り）  

さ月9   さ日9   さ時9   
い額月 D い額月  い給月 0 1 2く3 4 5 6 7 8  
で時  0で時  で時  
記点   記点   記点  

＊一時金（賞与・  
他  

入の   入の   入の  右（1～8）の  
その他の臨時支給  

し基   し基   手当計領   分）がない場合  

て本  て本  
は0（ゼロ）を記入  

く給  
してください。   

く絵  
だを  だを   

呈≡引写  し基   
）鮒三断雲重言 「11                     〒  

■■ ‥‥・・・・：   ′＝  

l  

＝＝－  ノ＝＝－－   ■ ・；l ＝＝J   



訪問介護事業所（案）  

※訪問介護員（サービス提供責任者含む）の方のみご記入ください。（事業所長、事務職員等は除きます）  

性別  年l舌  勤続年数   資格の取得状儀  兼務の状況   

（て訪い9  （つらて9  
○く当る月  0け、い月   

はだす貿3  はて該る3  
いさる格0  いく当職0   

記  ロ  8  9  10  1  2  3  4  5  6  7  

例   入   男  女  功ク歳  ∫ 年   

平成 20年度  時間  1  2  3  4  5  6  7  8  9  10    2  3  4  5  6  7  

（12）  男  女  歳   年  

平成 21年度   時間   ロ  2  3  4  5  6  7  8  9  10  ロ  2  3  4  5  6  7   

平成 20年度  時間  日  

（13）  男  女  歳   年  

平成 21年康   

時間  日   

平成 20年度  時間  日  

（14）  男  女  歳   年  

平成 21年鹿   時間  日   

時間   

（用）  男  女  歳   年   

平成 20年虎  潜  ii弔  ロ ロ  時間   
日  1  2  3  4  5  6  7  8  9  10  12  3  4  5  6  7   

平成 20年度  時間  日  

（20）  男  女  鼓   年  

平成 2一年珪  1   時間   日   1  l2  3  4  5  6  7  8  9▲～10   1 2  3  4  5  ミ6  7             1l2 川   3  4 5   6  7  8  910   1 2  3  4  5  6  7   
日  1  2  3  4  5  6  7  8  9  10  1§2  3  4  

9  

で淵   



決まって支給する給与  
一時金  

（賞与・その他の臨時支給分）   

基本給（「月額」、「E欄J、「時給」のうち、  
該当欄にその数値をお書きください。）  

手当  
て絵（ま4  
く分貧で月  
だ）与に1  

しさ9  ．＿＿＿＿－一－…－一一－＿－－…－ さの・支日   

賃金の支払   
てれ月  該当する番号に ：  い合そ給か  

○一い・  0計のさら  
賃金の支払が  賃金の支払が  が  法他れ9   

月給の者   日給の者  時給の者  
をのた月  

いをて 8  記紘一3   
記支  入時時0  

（1か月あたり）   （1日あたり）   （1時間あた   入給  し支金目  

り）  

さ月9  さ日9  さ時9  78  

い鎮月 ○ い禎月 0  い絵月 0 

で時  で時  で時   
記点   

＊一時金（賞与・  
記点  記点  

入の   右（l～8）の  
その他の臨時支給   

入の  
手当計額  研そ 修の          手 他  分）がない場合   

し基   し基   し基   は、0（ゼロ）を記入   
て本  て本  してください。   
く給  く給  
だを  だを   入の  当          〒   F l u  

－－…●′ 

臥‥‥  ∴：：：：：二：；‥‥：二二  

10   



平成21年度介護従事者処遇状況等調査（案）  

（適所介護事業所票）  

平成21年10月調査  

厚生労働省老健局  

事業所番号  1234567890   

事 業 所 名  0000   

所 在 地  東京都千代田区×××町2丁目1－1   

経 営 主 体  社会福祉法人   

地 域 区 分  特別区   

右のラベルの5つの項目は、必至墜塾して  

いただき、誤りや訂正がございましたら、恐  

れ入りますが朱書きで修正をお願い申し上  

げます。  

ID   1234567890   

パスワード  M655Q7h6   

お手数をおかけしますが、下の（1）～く5）に必ずご記入をお願いいたします。  

（  ）  

（1）電 話 番 号：   

（2）F A X 番 号：   

（3）Eメールアドレス：  

（  ）  

（4）回 答担 当 者‥ご氏名 ＋ ）    ）  

（5）貴施設の活動の状況（平成21年9月末日時点）（下の1～3のどれか1つに○）  

1活動中  2 休止中  3 廃止  

※旦」3の場合、今回の調割こ記入していただく必要はありませんので、このまま調査票   

を返送してください。  

（提出期限 平成21年10月31日）   



貴事業所における介護報酬改定への対応および収支等の状況についておうかがいします  

問1．平成21年4月1日～9月30日の間の貴事業所における介護従事者の給与等の引き上げ（手当の新設を含む）状況  

について、該当する番号に1つだけ○をつけてください。  

給与等を引き上げた  

給与等の引き上げを行わなかったが、1年以内に引き上げる予定  

1
 
2
 
3
 
4
 
 
給与等の引き上げを行っておらず、今後も引き上げる予定なし  

その他（具体的に：  ） 二 」  （問3へお進みください）  

【問1で「1」、「2」と答えた方におうかがいします】  

問2．給与等の引き上げ（手当の新設を含む）の内容  

（1）貴施設の介護従事者の給与等の引き上げ（手当の新設を含む）について、該当する番号1⊇1三○をつけてくださ  

い。なお、1年以内に給与等を引き上げる（手当の新設を含む）予定の場合も、本間についてお答えください。  

1 給与等（定期昇給は除く）を全員引き上げ（予定）  
（問2（3）へお進みください）  

2 定期昇給のみを実施（予定）  

何らかの要件のもとに引き上げ（予定）  

引き上げる予定だが、引き上げの内容については未定   
「‾‾…  

【問2（1）で「3」と答えた方におうかがいします】  

（2）給与等の引き上げ（手当の新設を含む）の要件について、該当する番号全三上⊆○をつけてください。なお、1年  

以内に給与等を引き上げる（手当の新設を含む）予定の場合も、本間についてお答えください。（複数回答可）  

1 勤続年数を要件として引き上げ  

2 経験年数を要件として引き上げ  

3 資格の保有を要件として引き上げ  

4 勤務形態（常勤・非常勤）を要件として引き上げ  

5 勤務形態（正規・非正規）を要件として引き上げ  

6 勤務時間を要件として引き上げ  

7 管理職について引き上げ  

8 管理職以外の者について引き上げ  

9 その他（具体的に：  

（3）貴施設の介護従事者の各種手当について引き上げまたは新設を行ったもの全三上三○をつけてください。1年以  

内に給与等を引き上げる（手当の新設を含む）予定の場合も、本間についてお答えください。（複数回答可）  

引き上げまたは新設を行っていない場合は、7に○をつけてください。  

1 時間外手当（早朝・深夜・休日手当等）  5 資格手当  

2 家族（扶養）手当  6 その他  

3 通勤手当（通勤・交通費等）  （具体的な名称：  

4 職務手当（役付手当等）  7 引き上げまたは新設なし  

∵て荊   



問3．介護従事者に対する処遇に関して、平成21年4月の介護報酬改定を受けての貴事業所における対応状況について  

お尋ねします。下表（次ペーージに続く）A～0の項目ごとに、該当する1～5の記号に 

（○はそれぞれ1つずつ）  

（注）  

従来‥・平成21年3月31日以前  

（B） 労働時間、労働日数の適正化   

（F） 賃金体系等の人事制度の整備   

その他（具体的に）  

その他（具体的に）  

2   



（注）  

従来‥・平成21年3月3＝］以前  

今回…平成21年4月1日～平成21年9月30日  

（N） 出産・子育て支援の強化   

その他（具体的に）  

問4．同一敷地内で実施している介護保険サービス  

（1）平成21年9月30日時点において、貴事業所と同一または隣接の敷地内で実施している貴事業所を含めた介護保  

険サービスについて、実施しているサービスの番号全三拉○をつけてください。（複数回答可）  

二重l  
15 小規模多機能型居宅介護（※）  

16 夜間対応型訪問介護  

17 認知症対応型通所介護（※）  

18 認知症対応型共同生活介護（※）  

19 地域密着型特定施設  

20 地域密着型介護老人福祉施設  

（※）は、介護予防を含む  

通所介護（※）  01介護老人福祉施設  

02 介護老人保健施設  

03 介護療養型医療施設  

04 訪問介護（※）  

05 訪問入浴介護（※）  

06 訪問看護（※）  

0了 訪問リハビリテーション（※）  

09 適所リハビリテーション（※）  

10 短期入所生活介護（※）  

11短期入所療養介護（※）  

12 特定施設入居者生活介護（※）  

13 居宅介護支援  

14 介護予防支援（地域包括支援センター）  

（2）上記の質問で○を付けたもののうち、平成21年9月サービス分において、最も介護収入が多いサービスを番号で  

お答えください。（右づめで数字を記入）  

上記（1）の中で最も収入の多い番号  

（3）上記（2）の番号の介護収入は、貴事業所において実施している介護保険サービスにおける介護収入全体のうち  

約何割程度か、お答えください。  

約□割程度  

■l   



（1か月間）および平成21年9月（1か  平成20年9月   （4）貴事業所において実施している介護保険サービスについて、  

月間）の事業の収支状況等をお答えください。（右づめでそれぞれ数字を記入）  

①のうち介護収入  

②事業活動支出（注1）  

②のうち給与総額（注2）  

（注1）「国庫補助金等特別積立金取崩額」、「減価償却費」、「引当金繰入」を計上しているところは、これらの  

金額を事業活動収入・事業活動支出からそれぞれ控除した額を記入  

（注2）派遣職員にかかる費用は除く  

貴法人についておうかがいします  

問5．法人が実施している事業  

（1）平成21年9月30日時点で、貴事業所の属する法人が、貴事業所以外で実施している介護保険サービスについて、  

該当する番号全王長○をつけてください。（複数回答可）  

1 施設サービス（問4（1）01～03に該当）  

2 居宅サービス・地域密着型サービス（問4（1）04～20に該当）  

3 貴事業所以外には、介護保険サービスの事業を実施していない  

（2）平成21年9月30日時点で、貴施設の属する法人が介護保険サービス以外の事業を実施している場合は、該当する  

番号全てに○をつけてください。（複数回答可）  

1 第一種・第二種社会福祉事業  

2 医療関係事業  

3 その他（具体的に：  

（3）平成21年9月30日時点で、介護保険サービス以外の事業に携わる職員数は、法人全体の職員数のうち約何割程度  
かお答えください。（数字を記入）  

約□割程度  

4   



介護職員処遇改善交付金についておうかがいします  

問6．介護職員処遇改善交付金について  

（1）介護職員処遇改善交付金の申請状況についてお答えください。   

「 1申請する（申請予定、申請中を含む） 2申請しない、 

検討中、ご謡三宝迄 みください）  
（2）介護職員処遇改善交付金を申請するために行った、又は行う予定の処遇改善の状況についてお答えください。（複  

数回答可）  

1 平成21年9月時点で、基本給や手当を引き上げている  

2 平成21年9月時点で、一時金を支給している  

3 今後（平成21年10月以降）、基本給や手当を引き上げる予定  

4 今後（平成21年10月以降）、一時金を支給する予定  

貴事業所における通所介護サービスについておうかがいします  

問7．平成21年9月サービスにおいて、以下の加算を算定している場合、該当する番号全三長○をつけてください。  

（複数回答可）  

1 サービス提供体制強化加算（Ⅰ）  2 サービス提供体制強化加算（Ⅱ）  

および平成21年9月の適所介護の開催日数をお答えください。（右づめでそれぞれ数字を  貴事業所の平成20年9月   問8．  

記入）  

平成20年9月の開催日数  平成21年9月の開催日数  

問9．平成20年9月および平成21年9月の延べ利用者数（国保連請求額の基になっている人数。）をお答えください。（右  

づめでそれぞれ数字を記入）  

平成20年9月（1か月間）の延べ利用者数  平成21年9月（1か月間）の延べ利用者数   



30日および平成21年9月30日時点の職員数（派遣職員を除く）の状況をお答えください。  問10．平成20年9月  

常勤職員数  非常勤職員数  

専従   マ      団   実人員数  
常勤換算数   

換算数（小数第1位まで）   （小数第1位まで）  

（∋全職員数（施設長、  

事務職員等を含む）  
人   人   人   人   人  

②生活相談員数  人   人   人   人   人  

③看護職員数  人   人   人   人   人  

④介護職員数  人   人   人   人   人  

④のうち  

介護福祉士数   
人   人   人   人   人  

⑤機能訓練指導  

員数  
人   人   人   人   人  

常勤職員数  非常勤職員数  

専従   ヽ  マ  実人員数   
常勤換算数  

換算数（小数第1位まで）   （ノト数第ユ位まで）  

（丑全職員数（施設長、  

事務職員等を含む）  
人   人   人   人   人  

②生活相談員数  人   人   人   人   人  

③看護職員数  人   人   人   人   人  

④介護職員数  人   人   人   人   人  

④のうち  

介護福祉士数   
人   人   人   人   人  

⑤機能訓練指導  

員数  
人   人   人   人   人   

次のページからの従事者票についても、ご記入ください。  

6   



通所介護事業所（案）  

生活相談員、看護職員、介護職員及び機能訓練指導員の方のみご記入ください。（管理者、事務職員等は除きます）  

性別  勤続 年数   資格の取得状況  兼務の状況  

だ成  
（て該い9  一へつらて9   

○く当る月  ○け、い月   
はだす資3  

で にり点  
も ○まに  

平成 2（〉年度  時間  日  

男  女  歳    2  3  4   年  

平成 21年虔   時間  
日   

平成 20年虔  暗闇  日  

】   ：2）  男  女  歳  ロ  2   l 3l4 －  年    平成 21年虔  ロ ロ  2 2  ロ ロ  2 2  ロ ロ   時間   日  ロ 1  2 2  3 3  4 4  5 5  6 7  H 8  9  10  皿  ロ  2  3  4  貞5 l5  山 67 6卜7                       6i7  8  9  10  皿  ロ  2  3  4   

7
 
 

「
■
一
 
 
 



一時金  
決まって支給する給与  （賞与・その他の  

臨時支給分）   

基本給（「月額」、「日額」、「時給」のうち、  
該当欄にその数値をお書き〈ださい。）  

手当  て給（ま4  
く分賞で月  
だ）与に1  

しさ9  さの・支日   
てれ月  い合そ結か  

賃金の支  該当する番号に  くた分  0計のさら  

賃金の支払が  賃金の支払が  だ手と  ・  ○をつけてください  ．  額他れ9  

」‾‾…▼‾‾▲‾‾‾‾■  をのた月   
月給の者  日給の者  時給の者  昌 記臨一3  

入時時0   

（1か月あたり）  （1日あたり）  （1時間あた  入給  し支全日  

リ）  

さ月9  さ日9  さ時9  
い植月 ○  い額月 0 い給月 0 

で時  で時  で時  ＊一時金（賞与・その  

記点  記点  記点   
入の  

他の臨時支給分）がな  
入の  入の  手当の合計客員  

右（1～6）の   ■   

し基  し基  
い場合は、0（ゼロ）を記  

て本  て本  
入してください。  

く給  く給  
だを  だを  

． L  

史
U
 
 
 



通所介護事業所（案）  

生活相談員、看護織員、介護職員及び機能訓練指導員の方のみご記入ください。（管理者、事務職員等は除きます）  

性別  勤続 年数  →  
く平  

時間   資格の取得状況  兼務の状況  

だ成  
（て該い9  （つらて9   

○く当る月  ○け、い月   

時間  日  

男  女  歳    2  3  

ロ     †   

年   

平成 21年度   

平成 祁年度    ロ  2  ロ  2  1  

時間  
日   

平成 2¢年度  ロ  2  ロ  2  ロ  時間  日  

12）  男  女  歳  ロ  2   ～ 3   年  

ロ  時愕  
日   

平成 20年虔  時間  日  

（15）  男  女  歳    2  3  4   年  

平成 21年度   時間  
日   

9  

「封   



一時金  
決まって支給する給与  （賞与・その他の  

臨時支給分）   

基本給（「月籠」、「日軌、「時給」のうち、  
該当備にその数値をお書きください。）  

手当  て給（ま4  
く分賞で月  
だ）与に1  

しさ9  さの・支日   

てれ月  い合そ結か  
賃金の支  くた分  該当する番号に  計のさら  

賃金の支払が  賃金の支払が  だ手と   ： ○をつけてください ・  額他れ9  

」‖…‾‾讐し…■‖■  をのた月   
月給の者  日給の者  時給の者  昌 記徳一3  

入時時0   

入給  
己  

し支金日  
（1か月あたり）  （1日あたり）  （1時間あた  

リ）  

さ月9  さ日9  さ時9  
い鋲月 ○  い書萎月 ○  い給月 0 ■  
で時  で時  で時  ＊一時金（賞与・その  
記点  記点  記点  
入の  入の  入の   
し基  し基  他の臨時支給分）がな                    右（1－6）の  

て本  て本  
入してください。  

く給  く給  5L6 彗！歪  

だを  だを   し基 て本 く給 だを  手当の合計較  手  



平成21年度介護従事者処遇状況等調査（案）   

（認知症対応型共同生活介護事業所票）  

平成21年10月調査  

厚生労働省老健局  

事業所番号  1234567890   

事 業 所 名  0000   

所 在 地  東京都千代B区×××町2丁目1－1   

経 営 主 体  社会福祉法人   

地 域 区 分  特別区   

右のラベルの5つの項目は、必ず確認して  

いただき、誤りや訂正がございましたら、恐  

れ入りますが朱書きで修屯をお願い申し上  

げます。  

ID   1234567890   

パスワード  M655Q7h6   

お手数をおかけしますが、下の（1）～（5）に必ずご記入をお願いいたします。  

（  ）  

（1）電 話 番 号：   

（2）F A X 番 号：   

（3）Eメールアドレス：  

（  ）  

（4）回 答 担 当 者：ご氏名 （役職：  ）  

（5）貴事業所の活動の状況（平成21年9月末日時点）（下の1～3のどれか1つに○）  

1活動中  2 休止中  3 廃止  

※2、3の場合、今回の調査に記入していただく必要はありませんので、このまま調査票   

を返送してください。  

（提出期限 平成21年10月31日）   



貴事業所における介護報酬改定への対応および収支等の状況についておうかがいします  

問1．平成21年4月1日～9月30日の間の貴事業所における介護従事者の給与等の引き上げ（手当の新設を含む）状況  

について、該当する番号に1つだけ○をつけてください。  

給与等を引き上げた  

給与等の引き上げを行わなかったが、1年以内に引き上げる予定  

1
 
2
 
3
 
4
 
 
給与等の引き上げを行っておらず、今後も引き上げる予定なし  

その他（具体的に：   二二＿、→  （問3へお進みください）  
【問1で「1」、「2」と答えた方におうかがいします】  

問2．給与等の引き上げ（手当の新設を含む）の内容  

（1）貴施設の介護従事者の給与等の引き上げ（手当の新設を含む）について、該当する番号ユ⊇上三○をつけてくださ  

い。なお、1年以内に給与等を引き上げる（手当の新設を含む）予定の場合も、本間についてお答えください。  

1 給与等（定期昇給は除く）を全員引き上げ（予定）  
（問2（3）へお進みください）  

2 定期昇給のみを実施（予定）  

何らかの要件のもとに引き上げ（予定）  

引き上げる予定だが、引き上げの内容については未定   「：  
【問2（1）で「3」と答えた方におうかがいします】  

（2）給与等の引き上げ（手当の新設を含む）の要件について、該当する番号全王に○をつけてください。なお、1年  

以内に給与等を引き上げる（手当の新設を含む）予定の場合も、本間についてお答えください。（複数回答可）  

1 勤続年数を要件として引き上げ  

2 経験年数を要件として引き上げ  

3 資格の保有を要件として引き上げ  

4 勤務形態（常勤・非常勤）を要件として引き上げ  

5 勤務形態（正規・非正規）を要件として引き上げ  

6 勤務時間を要件として引き上げ  

7 管理職について引き上げ  

8 管理職以外の者について引き上げ  

9 その他（具体的に：  

（3）貴施設の介護従事者の各種手当について引き上げまたは新設を行ったもの全てに○をつけてください。1年以  

内に給与等を引き上げる（手当の新設を含む）予定の場合も、本間についてお答えください。（複数回答可）  

引き上げまたは新設を行っていない場合は、8に○をつけてください。  

1 時間外手当（早朝・深夜・休日手当等）  6 資格手当  

7 その他  

（具体的な名称：  

8 引き上げまたは新設なし  

2 夜勤手当  

3 家族（扶養）手当  

4 通勤手当（通勤・交通費等）  

5 職務手当（役付手当等）  

‾て罰   



問3．介護従事者に対する処遇に関して、平成21年4月の介護報酬改定を受けての貴事業所における対応状況について  

お尋ねします。下表（次ペーージに続く）A～0の項目ごとに、該当する1～5の記号に1つだけ○をつけてください。  

（○はそれぞれ1つずつ）  

（注）  

従来・・・平成21年3月31日以前  

今回…平成21年4月1日～平成21年9月30日  

（B） 労働時間（夜勤を含む）、労働日数の適正化   

（F）賃金体系等の人事制度の整備   

その他（具体的に）  

その他（具体的に）  
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（注）  

従来…平成21年3月31日以前  

今回・・ヰ成21年4月1日～平成21年9月30日  

（N） 出産・子育て支援の強化   

その他（具体的に）   

問4．同一敷地内で実施している介護保険サービス  

（1）平成21年9月30日時点において、貴事業所と同一または隣接の敷地内で実施している貴事業所を含めた介護保  

険サービスについて、実施しているサービスの番号全三拉○をつけてください。（複数回答可）  

15 小規模多機能型居宅介護（※）  

16 夜間対応型訪問介護  

1了 認知症対応型通所介護（※）  

08 通所介護（※）  

09 適所リハビリテーション（※）  

10 短期入所生活介護（※）  

11短期入所療養介護（※）  

12 特定施設入居者生活介護（※）  

13 居宅介護支援  

14 介護予防支援（地域包括支援センター）  

01介護老人福祉施設  

02 介護老人保健施設  

03 介護療養型医療施設  

04 訪問介護（※）  

05 訪問入浴介護（※）  

06 訪問看護（※）  

07 訪問リハビリテーション（※）  

（う  
認知症対応型共同生活介護（※）  

19 地域密着型特定施設  

20 地域密着型介護老人福祉施設  

（※）は、介護予防を含む  

（2）上記の質問で○を付けたもののうち、平成21年9月サービス分において、最も介護収入が多いサニビスを番号で  

お答えください。（右づめで数字を記入）  

上記（1）の中で最も収入の多い番号  

（3）上記（2）の番号の介護収入は、貴事業所において実施している介護保険サービスにおける介護収入全体のうち  

約何割程度か、お答えください。  

約□壷雁度  

3  
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（1か月  （1か月間）および平成21年9月  平成20年9月   （4）貴施設において実施している介護保険サービスについて、  

間）の事業の収支状況等をお答えください。（右づめでそれぞれ数字を記入）   

①のうち介護収入  

②事業活動支出（注1）  

②のうち給与総額（注2）  

（注1）「国庫補助金等特別積立金取崩額」、「減価償却費」、「引当金繰入」を計上しているところは、これらの  

金額を事業活動収入・事業活動支出からそれぞれ控除した額を記入  

（注2）派遣職員にかかる費用は除く  

貴法人についておうかがいします  

問5．法人が実施している事業  

（1）平成21年9月30日時点で、貴事業所の属する法人が、貴事業所以外で実施している介護保険サービスについて、  

該当する番号全ヱ⊆○をつけてください。（複数回答可）  

1施設サービス（問4（1）01～03に該当）  

2 居宅サービス・地域密着型サービス（問4（1）04～20に該当）  

3 貴事業所以外には、介護保険サービスの事業を実施していない  

（2）平成21年9月30日時点で、貴事業所の属する法人が介護保険サービス以外の事業を実施している場合は、該当す  

る番号全てに○をつけてください。（複数回答可）  

1 第一種・第二種社会福祉事業  

2 医療関係事業  

3 その他（具体的に：  

（3）平成21年9月30日時点で、介護保険サービス以外の事業に携わる職員数は、法人全体の職員数のうち約何割程度  

かお答えください。，（数字を記入）  

約口割程度  
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介護職員処遇改善交付金についておうかがいします  

問6．介護職員処遇改善交付金について  

（1）介護職員処遇改善交付金の申請状況についてお答えください。   

「 1申請する（申請予定、申請中を含む’ 2申請しない、検討中、 

みください，  

（2）介護職員処遇改善交付金を申請するために行った、又は行う予定の処遇改善の状況についてお答えください。（複  

数回答可）  

1 平成21年9月時点で、基本給や手当を引き上げている  

2 平成21年9月時点で、一時金を支給している  

3 今後（平成21年10月以降）、基本給や手当を引き上げる予定  

4 今後（平成21年10月以降）、一時金を支給する予定  

貴事業所における認知症対応型共同生活介護サービスについておうかがいします  

問7．平成21年9月サービスにおいて、以下の加算を算定している場合、該当する番号全三⊆○をつけてください。  

（複数回答可）  

1 夜間ケア加算  2 サービス提供体制強化加算（Ⅰ）  

3 サービス提供体制強化加算（Ⅲ）  4 サービス提供体制強化加算（Ⅱ）  

30日時点の入所定員をお答えください。（右づめでそれぞれ数字を記入）  30日および平成21年9月   

平成21年9月30日時点の入所定員  平成20年9月30日時点の入所定員  

人   

ユニット  
⊂］  ロ ユニット  

平成20年9月および平成21年9月の延べ利用者数（国保連請求額の基になっている人数。（短期利用分を含む））を  問9．   

お答えください。（右づめでそれぞれ数字を記入）  

平成21年9月の延べ利用者数  平成20年9月の延べ利用者数   
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問10．平成20年9月30日および平成21年9月30日時点の職員数（派遣職員を除く）の状況をお答えください。  

常勤職員数  非常勤職員数  

専従   、  マ  実人員数   
常勤換算数  

換算数（小数第1位まで）   （′ト数第1位まで）  

（D全職員数（管理者、  
人   人   人   人   人  

事務職員等を含む）  

②看護職員数  人   人   人   人   人  

③介護職員数  人   人   人   人   人  

③のうち  

介護福祉士数   
人   人   人   人   人  

④介護支援専門  

員数  
人   人   人   人   人  

常勤職員数  非常勤職員数  

専従   マ■  実人員数   
常勤換算数  

換算数（小数第1位まで）   （′J＼数第1位まで）  

①全職員数（管理者、  

事務職員等を含む）  
人   人   人   人   人  

②看護職員数  人   人   人   人   人  

③介護職員数  人   人   人   人   人  

③のうち  

介護福祉士数   
人   人   人   人   人  

④介護支援専門  

員数  
人   人   人   人   人   

次のページからの従事者票についても、ご記入ください。  
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認知症対応型共同生活介護事業所（案）  

；看護職員、介護職員、介護支援専門員の方のみご記入ください。（管理者、事務職員等は除きます）  

性別  年齢   躇種   勤続  資格の取得状況  兼務の状況   
年数  く平  

・ 
■…丑l】 】ll  

7
 
 
 



一時金  
決まって支給する給与  （賞与・その他の  

臨時支給分）   

基本給（「月額」、「日軌、r時給」のうち、  
該当欄にその数値をお書きください。）  

手当  
て給〈ま4  
〈分賞で月  
だ）与に1  

しさ9  さの・支日   
てれ月  

賃金の  該当する番号に  い合そ結か  くた分  ○計のさら  
賃金の支払が  賃金の支払が  だ手と  ： ○をつけてください ・  額他れ9   

さ当し  
月給の者  日給の者  時給の者  し三  

（婚数回峯1  をのた月  

1  

記臨－3  

入時時0   

（1か月あたり）  （1日あたり）  （1時間あた   入給  
l  

し支金日  

リ）   

いでさ9 ○  いでさ9 0  いでさ9  ■  
記れ月  記れ月  0記れ月  

入た1  入た1  入た1  

し基か  し基か  し基か  ＊一時金（賞与・その 他の臨時支給分）がな  

て本月  て本月  て本月   
〈給分   く給分   く給分   い場合は、0（セロ）を記   

だをの  だをの  
入してください。   

さ月支  さ日支  
額給  事象給   右（1～7）の  
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認知症対応型共同生活介護事業所（案）  

看護職員、介護職員、介護支援専門員の方のみご記入ください。（管理者、事務職員等は除きます）  

性別  勤務形態   ♯位  時間   資格の取得状況  兼務の状況  

：亨  だ成  
（て該い9  （つらて9   
○く当る月  ○け、い月   

醍恥亜聴 ． 

9
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≠時金  
決まって支給する給与  （賞与・その他の  

臨時支給分）   

基本給（「月額」、「日軌、「時給」のうち、  
該当欄にその数値をお書きください。）  

手当  
て給（ま4 く分賞で月  

だ）与に1  
しさ9  さの・支日   

賃金の  
てれ月  い合そ結か  
くた分  該当する番号に  ○計のさら  

賃金の支払が  賃金の支払が  だ手と   
■  

額他れ9   
をのた月  
記臨－3   月給の者   日給の者  時給の者   

さ当し  入．、0  
（1か月あたり）  ：1日あたり）  （1時間あた   入給  し支金日  

リ）  

いでさ9 0  いでさ9  いでさ9  

記れ月  ○記れ月  ○記れ月  
入た1  入た1  入た1  

し基か  し基か  
＊一時金（賞与・その  

し基か  
て本月  て本月  

■   

く袷分  く給分  い場合は、0（セロ）を記  

だをの  だをの  入してください。   

さ月支  さ日支  
額給  額給   ∫蓋・            〈給分 だをの さ時支 給給  手当〒計額  

て本月   

他の臨時支給分）がな                          右（1～7）の  

J′／・・LJ／′′  ．り‥′．．   … ・．l．‥‥．．． ．．  ‥‥′＝  

円
一
円
 
 

．
‘
．
■
「
1
．
－
．
 
 

厄
」
 ■． 
 

ら       l  ＝  円  

（柑）  

H L        1   円  
円      ‖  と円    l    円  岳円  ロ  2  3  【 4 5  6  7  i / 

‖  円  円  ロ  2  3  4  5  

（16）   

円  
】円  ロ  2  己3   1  H  u u        円    H 口        l 円  u u  皇    円  2；   

L  l円  円  円  Lと円  
（1了）  1 u   u        i円        住 l            円  円  1  2  3   4  5  6  7                                                                 ／円  ロ  2  3  J4  5  6  7          u u  n  J   

円   

l． ；：1   

ト叫   
喜 ． H   

1  2  3  4   
15 －hト十十－－【  

12314旨5       1  1  

＿， ］ピl三i⊥ヲ．．1⊥三  
L 1  2  3  4  5  67  
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記入上の留意点について  

調査票の全体構成  

【施設・事業所票】  

○問1ヘノ問4 →  

○問5  

0問6  →  

○問7′）問10 →  

施設・事業所全体（調査対象サービス以外の介護保険サービスを含める）の状況  

施設・事業所が属する法人全体の状況  

施設・事業所全体（調査対象サービス以外の介護保険サービスを含める）の状況  

調査対象サービスの状況  

〔従事者票】 → 施設・事業所全体（調査対象サービス以外の介護保険サービスを含める）の状況  

（該当者は調査対象サービスの介護従事者から抽出）  

＜用語の定義＞   

介護従事者：○介護老人福祉施設：生活相談員、介護職員、看護職員、機能言jll練指導員、介護支援専門員  

○プ†護老人保健施設：看護職員、介護職員、支援相談員、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、  

介護支援専門員  

○ブ†護療養型医療施設：看護職員、介護職員、理学療法士、作業療法士、介護支援専門員  

○訪問介護：訪問介護員（サービス提供責任者含む）  

○適所介護：生活相談員、看護職員、介護職員、機能訓練指導員  

○認矢口症対応型共同生活介護：看護職員、介護職員、介護支援専門員  

常勤職員：原則として施設・事業所で定めた勤務時間（所定労働時間）の全てを勤務する者をいう。施設・事業所の  

勤務時間数のすべてを勤務しているパートタイマーは、ここに含む。ただし、1週間の所定労働時間が3  

2時間未満の場合は、32時間以上勤務している者を「常勤職員」とし、その他は「非常勤職員」とする。  

非常勤職員：常勤職員以外の従事者（他の施設・事業所にも勤務するなど収入および時間的拘束の伴う仕事を持ってい  

る者、短時間のパートタイマー等）をいう。  

正規職員：雇用している労働者のうら、特に雇用期間を定めていない者（パートタイマー等は除く）をいう 

非正規職員：正規職員以外の看で、契約社員、臨時的雇用者、パートタイマー、派遣社員等をいう。  

勤続年数：施設・事業所における勤続年数のみではなく、同一法人内における勤続年数も含む。なお、同一法人であ  

れば、異なるサービスの事業所での勤続年数や異なる職種（直接処遇を行う職種に限る。）における勤続  

年数についても含む。  

紹験年数：施設・事業所における経験年数のみではなく、同一法人内及び別法人における経験年数も含む。なお、調  

査対象施設・事業所において、当該者の前職が、現職と違う職種の場合であっても、給与等を引き上げる  

際に前職の経験も勘案している場合（前歴換算）は、前職の年数も現職の経験年数に含む。  
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給与等 ：本調査における給与は、以下のイメージ図のとおり。  

基本給  

手当  

（時間外手当、家族手当、  

通勤手当、職務手当、  

［給成  
決まって支給する給与  

一時金  

（賞与、期末手当等）   資格手当等）   



介護従事者処遇状況等調査の実施の概要（案）について  

1．  調査の目的  

平成21年度介護報酬改定が介護従事者の処遇改善に反映されてい  

るかの検証を行うための基礎資料を得ることを目的とする。   

2． 調査時期  

平成21年10月1日   

3．  調査対象及び抽出率   

（1）抽出方法  

層化無作為抽出法により抽出  

（2）調査対象施設（抽出率）   

1）介護老人福祉施設（1／4）   

2）介護老人保健施設（1／4）   

3）介護療養型医療施設（1／4）   

4）訪問介護事業所（1／20）   
5）通所介護事業所（1／20）   

6）認知症対応型共同生活介護事業所（1／10）   

（3）介護従事者の調査対象職種（抽出率）   

1）介護老人福祉施設  

生活相談員（1／1）、介護職員（1／5）、看護職員（1／2）  
機能訓練指導員（1／1）介護支援専門員（1／1）  

2）介護老人保健施設（1／4）  

看護職員（1／4）、介護職員（1／5）、支援相談員（1／1）  
理学療法士（1／2）、作業療法士（1／2）、言語聴覚士（1／2）  

介護支援専門員（1／1）  

3）介護療養型医療施設（1／4）  

看護職員（1／4）、介護職員（1／2）、理学療法士（1／2）  
作業療法士（1／2）介護支援専門員（1／1）  

4）訪問介護事業所（1／20）   

訪問介護員（1／4）、サービス提供責任者（1／1）  
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5）通所介護事業所（1／20）  
生活相談員（1／1）、看護職員（1／1）、介護職員（1／2）  
機能訓練指導員（1／1）  

6）認知症対応型共同生活介護事業所（1／10）  

看護職員（1／1）、介護職員（1／2）、介護支援専門員（1／1）   

4．調査項目   

（1）施設・事業所票  

給与等の引き上げ状況、介護従事者の処遇状況、収支の状況、加  

算の取得状況、利用者数、職員数 等  

（2）従事者票  

性別、年齢、勤続年数、勤務形態、労働時間、資格の取得状況、  

兼務の状況、基本給額、一時金額 等   

5．その他  

介護報酬改定とは別に予定されている、介護従事者処遇改善交付金（仮   

称）の影響をふまえた分析を行う必要があるため、今回調査実施後に同交   

付金の交付開始後の処遇状況についても把握を予定している。  
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介護事業経営実態調査等について  

○ 介護報酬は各々のサービスの平均責用の額を勘案して設定することとされている   

ことから、介護報酬改定の前に介護事業経営概況・実態調査を実施している。  

○ 介護事業経営概況・実態調査については、介護給付費分科会の審議の中で集計■  
分析に用いるサンプル数が少ないこと等について議論が行われた。  

○介護給付費分科会の審議報告（平成20年12月12日）において、「介護事業経営実態  
調査等の調査手法の設計や調査結果の検証の場を設けること。」とされている。  

○ 介護給付費分科会（平成20年12月26日）に調査実施委員会が設置され、介護事業  
経営実態調査等については「介護報酬改定に必要な基礎資料を得るための調査設計  

及び集計、分析方法について検討を行う。」とされた。  

○ 次回の調査実施に向けて、調査手法等の見直しの方向性を定める必要がある。   



介護事業経営実態調査等について  

【調査の概要】  

① 目的（全体）  

○介護報酬は各々のサービスの平均費用の額等を勘案して設定することとしている   

ことから、各々の介護サービスについての費用等についての実態を明らかにし、介   
護報酬設定のための基礎資料を得ることを目的とする。  

（個別の目的）  

・介護事業経営概況調査（以下経営概況調査）   

介護報酬改定の骨格（案）作成に必要な基礎資料を得ることを目的とする。  

一 介護事業経営実態調査（以下経営実態調査）   

介護報酬設定に必要な基礎資料を得ることを目的とする0  

②実施時期（平成21年度介護報酬改定時）  
○ 平成19年10月：経営概況調査  

○ 平成20年4月：経営実態調査  
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介護事業経営実態調査等について  

【調査の概要】  

③ 調査項目   

○ 経営概況調査  

・事業の実施状況、事業活動収入、事業活動支出、等  

○ 経営実態調査  

・事業の実施状況、事業活動収入、事業活動支出、損益計算書、貸借対照表 等  

④ 調査対象   

○ 経営概況調査  

・全施設・事業所から層化無作為抽出法により約1／30を設定   

・約 4，800施設■事業所  

○ 経営実態調査  

・全施設・事業所から層化無作為抽出法により約1／6を設定  

・約 24，000施設・事業所  
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介護事業経営実態調査等について  

【介護事業経営実態調査等の問題点】   

○ 集計・分析をするためのサンプル数が少ない（回収率が低い）  

－ 事業所は必ずしも毎月の収支状況を把握していない場合がある  

項目の記載が難しい（記入項目が詳細にわたる）   

調査票が厚い（約40頁）  

a．法人種別等により会計基準が異なるため、それぞれの基準にあわた調査項目を重複作成し  
ているため、調査票のページ数が増えている  

b．費用等の按分に使用する項目（職員数、利用者数等）が調査項目の半数を占める  

各法人（複数サービスを実施している場合）における職員の勤務状況をサービス種類別に  

按分することが困難   

同時期に複数調査が実施される（複数調査の調査対象になる事業所がある）  

（平成22年10月実施予定の調査）  

一介護サービス施設ヰ業所調査（提供体制、提供内容等の基盤整備の状況等）  
■介護労働者実態調査  （介護労働者の実態及び就業の実態等）  

・介護従事者処遇状況等調査 （介護従事者の処遇改善状況等）  
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介護事業経営実態調査等について  

【見直しの検討案】  

《経営概況調査》   

○ 調査内容を9月中の収支状況から1年（度）分の決算額に変更   

・会計期間により、各法人が決算額を把握できる時期が異なる  

a．会計期間が年（1月1日から12月31日）、決算報告は4月頃  

b．会計期間が年度（4月1日から翌年3月31日）、決算報告は7月頃  

⇒ 調査実施時期を7月に変更することを検討  

○ 責用等の按分指標は、既存の情報を利用   
（平成21年介護サービス施設・事業所調査の公表は平成22年10月頃）   

⇒ 調査項目の半数を占めるため、大幅な調査項目の縮減が可能  

○ 決算書（写）等の提出を可能にする  

・民間法人は各法人で定めた会計基準で決算を行うため、勘定科目が異なる   
⇒ 調査票による調査を実施、一定基準（社会福祉法人会計基準等）に基づく決算  
書等については写しの提出を可能にすることについて検討  

○ 調査票で把握が必要な項目の整理・縮減方法については、引き続き検討  

《経営実態調査》  

○ 直近の経営状況等を介護報酬改定に反映するため、引き続き調査の実施が必要  
○ 調査項目の縮減、費用按分の方法等について、さらに検討を行う  
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介護事業経営実態調査等について  

経営実態調査等の見直しイメージ（案）  

見直し後（案）  

・決算額等を調査、調査項目の縮減  

することにより記入者負担を軽減   

・調査票で把握する項目については、  

項目の縮減方法等を引き続き検討   

畳用持分用の項目を既存情報力、ら  
得ることlこより記入者負担を軽減  

経営概況調査1平成21年（度）の決算葡等）   

客体数 ：層化無作為抽出法により約1／30  

目的   ：介護報酬改定の骨格（案）作成に  

必要な基礎資料   

調査の時期：平脚   

調査事項：寧草の串怖推m（柑くl同店声＝  

事業活動収入  

事業活動支出 等  

経営概況調査（平成22年9月中の状況）  

客体数 ：層化無作為抽出法により約1／30  

目的   ：介護報酬改定の骨格（案）作成に  

必要な基礎資料   

調査の時期：平成22年10月  

調査事項：事業の実施状況（按分用項目）  

事業活動収入  

事業活動支出 等  

○平成21年介護サービス施設・事業  

所調査（平成22年10月頃公表予定）  

経営実態調査（平成23年3月中の状況）   

客体数 ：層化無作為抽出法により約1／6  

目的   ：介護報酬設定に必要な基礎資料   

調査の時期：平成23年4月   

調査事項：事業の実施状況（按分用項目）  

事業活動収入  

事業活動支出  

損益計算書  

貸借対照表 等  

経営実態調査（平成23年3月中の状況）   

客体数 ：層化無作為抽出法により約1／6  

目的   ：介護報酬設定に必要な基礎資料   

調査の時期：平成23年4月   

調査事項：事業の実施状況（按分用項目）  

事業活動収入  

事業活動支出  

損益計算書  

貸借対照表 等  

■最新の経営状況を介護報酬に反映  

するため、引き続き調査を実施   

・調査項副こついては記入者負担を  

考慮し縮減方法について検討   

・貴用按分の項目については、記入者  
負担を縮減するために、代替方法に  
ついて引き続き検討を行う  

引
続
き
検
討
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平成21年度介護従事者処遇状況等調査（案）（介護老人福祉施設票）について  

公益社国法人 全国老人福祉施設協議会  

本設問の大きな課題は・・■これだけでは給与的な処遇改善状況は把握できない  

単月の比較において、収入の増加額は平均的に把握できるかもしれないが、支出面における人件  

費の増加及び収入対比についての把握には問題がある。   

特に今回の介護報酬改定においては、加算体系で増収が図れることとなったために、収入増につ  

いては不確定要素が強い。そのため、各事業所においては、収入の増加状況を見ながら一時金（賞  

与等）で、給与等の処遇改善を図ろうとの意識が働くことから、9月分のみの比較では、各事業所  

の給与等の改善実態が極端に少なくなる恐れがある。   

したがって、賞与等の一時金の変化も調査し加味しなければ、金銭的な処遇改善の実態把握はで  

きないものと考える。   

今回の介護報酬改定においても、給与等の引上げを行わなかった（今後も行わない）施設の状況  

についても、その理由は問うべきではないか。   

例えば、収支が赤字で給与アップができない施設や平成19年度に給与等をすでに引上げた（今  

回の分程度は）施設も考えられる。引」二げを行わない施設の理由もかなり重要である。（給与水準  

は、各法人ごとにかなりのバラツキがあり、一律に低い訳ではない。）  

個々の設問に対する課題・疑問点  

（2）給与等の引き上げ  

5 「勤務時間を要件として引き上げ」‥・説明が不十分  

・勤務時間を長くすることで、基本給等を引き上げるのか。  

・勤務時間を短縮し、基本給等は変えないが、実質の勤務時間単価の引き上げをもって給与  

等の引き上げと見なすのか。  

6 「管理職について引き上げ（ユニットリーダーを除く）」  

「管理職」とは、いわゆる主任クラス（超過勤務手当の対象者）も入れるのか。それとも  

施設長・次長クラスの現場責任者（超過勤務の支給対象外の者）に限定するのか。  

その他 「勤務成績による引き上げ」は想定していないのか。  

（3）各種手当て引き上げ、新設   

各種手当ての引き上げ・新設については、固定的な手当と変動的な手当を区分して考えるべき  

である。  

（例）  

固定的な手当  変動的な手当  

1．資格手当  1．時間外手当（通常、早朝・深夜、休巨l）  

2．職務手当（常務、役付手当等）   2．夜勤手当  
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3．家族（扶養）手当  3．宿直手当  

4．通勤手当（通勤・交通費等）  4．賞与等九時金  

5．住居手当  5．その他（  ）  

6．その他（  ）   

問3  設問の「対応状況」とは、“取り組み”か、“実績”か。  

（例）「A 職員の増員（派遣を含む）による業務負担の軽減」のために求人をしているが、  

採用ができていない場合は、「実施している」と回答でよいか。  

処遇全般  

「（B）労働時間（夜勤を含む）、労働日の適正化」は、「適正化」ではなく「短縮」と表現  

すべきではないか。  

（例）所定労働時間（労働日）の短縮や夜勤回数の減少（適正化）  

職場環境  

「（N）出産・子育て支援の強化」は、介護休業も「出産・子育て」と同様の趣旨であり、  

「家族等の介護」を加えてはどうか。   

間4   （1．）～（3）は（4）から主たる事業の状況を推計するための設問と思われるが、収支  

差率、．人件費割合は事業により異なり、この設問で事業の状況を把握するのは困難ではな  

いか。．  

・9月1か月の事業活動収支の比較では、「給与の引き上げ」ではなく「一時金の支給」で処  

遇改善に取り組んだ場合、前年比で事業収入はUPし、人件費は変わらずという結果も想  

定される。  

（2）「介護収入」の用語説明が必要。  

「指導指針」では  

「介護福祉施設介護料収入、居宅介護料収入」は、介護保険収入で当然入るであろうが、  

利用者等利用料収入（食費・居住費、その他の利用料等）について含めるのかどうかが不  

明である。  

（4）収支状況（H20．9とH21．9の比較‥・指導指針と会計基準の扱いは  

・同一敷地内の介護保険サービス全体を含める考え方となっているが、この設問の収支状況  

を把握するのであれば、会計単位ごとの状況で良いのではないか。  

・例えば、同一敷地内に、介護老人福祉施設と老人保健施設が設置されている場合でも、会  

計はそれぞれに属する付帯の介護保険事業を区分けして別会計となっている。  

・そのため、収入状況や支出状況を把握するには、会計単位でデータを出す方が、記載側と  

しても把握しやすく、また間違いも起こりにくい。  

・なお、会計的には介護老人福祉施設関連の場合には、「指導指針」および「会計基準」のい  

ずれかで会計処理されている為、例えば「事業活動収入」であっても、寄付金収入、雑収  

入、借金入元金償還補助収入等の扱いが異なっており、それをどう扱うかの検討が必要で  

ある。   
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・給与総額について、会計的に法定福利費を含む人件費支出を指すのか、それとも支給され  

る給・与・手当の総額を指すのか不明である。  

・事務処理上からいえば、法定福利費は当然人件費と見なすべきであることより、人件費支  

出をもって記載すべきと考えるが、「退職金」の扱いについては、総額から除くべきと考え  

引当金繰入及び引当金戻入（会計基準）について  

・賞与引当金の例を取ると、会計基準と指導指針では処理方法が異なり、賞与支給月におい  

て、職員諸手当（賞与）額が、異なることとなる。（指導指針では、引当金戻入を計上せず、賞  

与引当金分が、職員に直接賞与として、会計処理される。そのため、引当金の戻入及び引当を  

双方控除すると、会計基準では収入及び支出の控除となるが、指導指針では支出科目のみの控  

除となる。9月は通常の賞与支給月ではないが、処理方法としては、検討が必要である。  

収支状況の調査票の金額欄について、現状では8桁（千万単位）となっているが、複合的で基  

「介護職員処遇改善交付金を申請するために行った」と「平成21年9月時点で」の関係が  

職員の増員を図っている施設もあり「看護体制加算Ⅰ・Ⅲ」も入れるべきではないか。   

利用者の定義（国保連請求額の基となっているが）において、外泊・入院者の扱いについて  

定義付けが必要である。（外泊時費用算入者と費用の算定ができない が、9月中において、外泊  

・派遣職員を除く比較となっているが、少なくとも介護職員と看護職員については、派遣職  

員の状況を把握すべきである。（特に、介護職員については、人材確保が依然として難しく、  

派遣職員に頼らざるを得ない地域もあり、介護職員が退職した場合に派遣職員で補充して  

いるケースが多いと思われる。  

・また、派遣職員を除くとされているのは、支出が給与費でないことが理由と思われるが、  

派遣職員の利用により職員の負担軽減を図っていることも考えられることから、各職の派  

遣職員数についても数の比較として問うべきではないか。  

・介護支援専門員及び機能訓練指導員の常勤換算数について、施設の介護支援専門員及び機  

能訓練指導員（加算を請求しない場合）については、兼務が認められており、例えば介護  

職員が施設の介護支援専門員を兼ねる場合には、介護職員においても常勤換算1名分、介  

護支援専門員でも常勤換算1人分のいわゆるダブルカウントが可能となっている。そのた   
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平成21年度介護従事者処遇状況等調査（案）についての意見  

社団法人全国老人保健施設協会   

1．サンプリングについて（参考資料1）  

20年度「介護事業経営実態調査」のサンプリングにおいても地域区分や開設年度  

等にバラツキ（偏り）がみられた。  

今回の調査においては、どのようなサンプリングが想定されているのか。  

また、今回の調査における従事者票の対象者のサンプリングの具体的手法が不  

明確である。   

2．地域区分について（参考資料2）  

現行の地域区分は、人事院における国家公務員の調整給の取扱いに準じたもの  

である。現在の地域特性を必ずしも反映していないものと思われ、昨年の介護  
給付責分科会においても再検討の課題とされたものである。地域区分を見直す  

ための調査や議論は担保されるのか。  

3．介護保険サービス事業における収支の実態の把握について（参考資料3・4■5）  

「介護事業経営実態調査」においても課税法人と非課税法人との格差、有利子負債の  

有無、補助金の多寡等による格差が反映されているとはいえないデータであった。  

介護給付費分科会の今後の課題としても「介護事業経営実態調査」の見直しが取り  

上げられたところである。  

今回の「介護従事者処遇状況等調査」において、各事業所の経営実態については、  

事業活動収支のみの調査では不十分と推察されるが、経営体力に基づく処遇改善の  

格差についてはどう担保されるのか。  

4．介護職員処遇改善交付金について（参考資料6）  

介護職員処遇改善交付金については、「月額1，5万円の引き上げ」と報道されているが、   

その根拠、及び、具体的運用についての留意点を示して欲しい。  

「交付金」を介護職員の処遇改善を目的として賃金として上乗せする場合、労基法37条  

4項および施行規則21条の規定する時間外単価の算定基礎に含まれるとすれば、  
その増額に応じた対応が必要である。  

介護保険サービス事業体の正確な経営実態の把握を行ったうえでの適正な「交付金」の  

運用を要望する。  
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直垂垂］  

厚芳省の「介護事集結営実態調壬」は全ての老健施設に対する1／10抽出、20年3月の月次決算に基づく調査。  
回答数は未発養、有効回答数は208 調査対■に対する有効回答率は66，0％  
全ての老櫨施設数に対する有効回答ヰは5，9％  

全老健の「平成20年介護老人保健施儲の現状と地域特性等に関する調査」は全老健正会員施設3．301施故  
に対する19年虔決井に基づく悉皆調査  
回答数は1．06ヰ、有効回答数は951、回答数に対する有効回答率は894％  
全老健正会見数に対する回答率は32，2％、有効回答率は28．8％であった  

平成19年度 地域区分別にみる損益状況  

【地域区分別】  厚労省による「介護事業経営実態調査」  至参考資料2  

全体   

【司答数   208   

平均定床数   92，4   

経常損益   7．3％   

人件費   53．6％  
9．9％   

減価償却費   7．0％   

減価償却前利益率   14．3％   

特別区   特甲地   甲地   乙地   その他   

36   34   26   47   65   

101，8  100，1   95．3   96．1   90．1   

1，7％  4．0％  5，8％   1，0％  9，2％   

58，7％  55．5％  53，1％  57．5％  52．5％   

11，4％  11．7％  10．9％  11，6％   9，2％   

4，8％   6．8％   6．1％   7，1％   7，2％   

6．5％  10，8％  11．9％   8，1％  16，4％   

全老健による19年度決算に基づく実態調査  

全体   

回答数   951   

平均定床数   91，8   

経常損益   5，0％   

人件費   54，0％   

委託費   8．2％   

減価償却費   6．5％   

減価償却前利益率   11，5％   

特別区   特甲地   甲地   乙地   その他   

24   106   38   98   685   

108，6   91，8   84，2   96．9   91．8   

1，9％  4，7％   2．4％   2，4％   5，7％   

54，7％  51．8％  56，4％  54，6％  53，9％   

11，7％   9，1％   7，0％   9，0％   6，5％   

5．9％   6，4％   7．0％   5，9％   6，5％   

7．8％  11，1％   9，4％   8，3％  12，2％   

2   



全老健の正会員数の状況（H21．3．31．現在）  

正会見施設の開設主休状況  正会員施設の設置形態の状況  

49人以下  2，0％  50～99人  45．8％   

100～149人  46．8％  150～199人  5，0％  200人～  0，4％  平均入所定員数91．5人   入所定員規模別状況   

月「介護事業経営実態調査」（厚労省）   N＝586  

益   12．3％ 減価償却前利益率 19．3％  

二㌔1・二∴テ；？ ●■∵；∵∴∴∵－ミミニ●・●・●  

0年3月「介護事業経営実態調査」（厚労省） N＝208  

7．3％  減価償却前利益率14．3％  
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■全老健が平成19年6月に実施した調査による借入金残高一覧   

借入金と元金返済の状況について：  

※決井月にかかわらず、各施設の会計年度に沿ってご記入されたデータ。  
※各老健施設の入所サービスと、老健施穀と一体的に行なう短期入所療壬介護、適所リハビリ、訪問リハビリ各事業の合算。  

平成18年度   平成1丁年度  平成柑年度  
回答数】 平均  回答数  平均  回答数  

【全体】  （千円）   （千円）  

年度末  23．9  512乙   筑，糾1   【．－¶＿．里1  782  
借入金残ホ   737   673，1一拍  761  6（巧，33  

半年度の  短期借入金①  二2・鋤  

長期借入金②  
「  

49，の  

冨  飾．  52ヱ99   

【医療法人】  平成18年虞  平成17年度  平成用年度   
年度末  短期借入金   31一光  諏0 ▲；      一 一＝   349三  25．24   

借入金耕  長期借入金   棚  724，1上略  l      ●  l；  514    5叫00   
＋年度の  短期借入金①  －4，粥   色12   

元金返済欄  長期借入金②  73．（光1   ≡範98   

冠  63．‖   88．（治  

■全老健が平成19年6月に実施した調査による借入金残高一覧（その2）  

平成‖年應  

平成16年度     平成柑年度    回答数て 平均  （千円）  回答数  平均 （千円）  回答数    年度末  短期借入金  ▲一1旦8   一軍．て28  110        借入金残高  長期借入金  176   528．397  181  ‾‥i面323  186  46    単年度の  昼狸借入金①      l．615    3    元金返済額  最期借入金②      十‾一 23．0丁4      ①＋②     24．68   32．819   
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介護職員処遇改善交付金に対する考え方  

介護老人保健施設は、多職種協働のサービス提供事業所であり、また、医療法人立が  

73．6％を占めている。他職種との給与のバランスの確保や法人内の移動に伴う  

整合性を図る必要がある。  

限定的に介護職にのみ「交付金」を支給するという国の施策に対応するためには、  

「介護職手当」という介護職に限定した項目を設定することで、ある程度の整合性の確保  
が可能ではあるが、そのためには給与規定等の見直しを伴うこととなる。  

一方で、時間外単価の算定に当たっては、労働基準法により「家族手当」「通勤手当」  

「別居手当」「子女教育手当」「住宅手当」「臨時に支払われる賃金」「1ケ月を超える期間  

ごとに支払われる賃金」以外は割増賃金の算定基礎に含まれるとされている。  

「介護職手当」を設定しても、「介護職手当」は除外賃金に該当せず、時間外単価の  

算定基礎に算入する賃金となる。  

「交付金」が賃金として増額されれば、時間外労働の1時間当たりの単価の上昇と、  

給与総額の増額に応じた社会保険料等の事業主負担の増大を招くものである。  

「交付金」を基本給に上乗せするとしても、賞与、退職金に連動した賃金規定等が  

定められていれば、月額給与関連だけの増租にとどまらないものである。  
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第2回社会保障審議会介護給付糞分科会調査実施委員会  

ヒアリング資料  

平成21年5月18日  

特定非営利活動法人  

全国認知症グループホーム協会  

介護従業者処遇状況等調査についての意見  

介護報酬改定は全体で3％アップの改定率とされたが、全てのサービス事業者にとっ   

て3％アップにはなっていない。   

この度の介護従業者処遇改善等調査は、今回の介護報酬改定が、経営状況に与えた影   

響をサービス事業者ごとに検証しなければ、介護従事者の処遇改善の対応を検証する   

ことは難しいのではないか。   

単に介護従事者の処遇改善の対応状況を調査し、介護報酬改定が処遇改善に与えた影   

響を評価するのではなく、各事業所の経営状態に応じた処遇改善の対応にかかる理由   

を検証する為の調査が必要と考える。  

以下、介護従業者処遇改善等調査について意見を述べる。  
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1．介護報酬改定おいては地域区分の影響も大きい。また、法人種別ごとに税制、会  

計区分等の違いがあり、調査はサービス種別、法人種別、地域区分を明確にし、  

介護従事者に対する処遇に関しての対応に、具体的な理由の記載が必要である。  

2．介護報酬改定に伴い、加算取得の為の新規採用、人事異動が行われる可能性があ  

り、全体の人件費の増減状況変化を考慮する必要がある。  

1か月給与のみの比較では全体が見えなく、年収比較を行う必要がある。  

3．給与比較だけで行うのではなく、介護従事者処遇全体で調査する必要がある。  

今回の介護報酬改定で導入した、有資格者比率・常勤率・勤続年数及び利用者一  

人に対する職員割合で比較するべき。また、介護報酬改定前後のみではなく、今  

までの職員の加配・資格取得・キャリアパス・定着化・給与水準等に努力してき  

たことと関連付けて、調査すべき。  

4．認知症グループホームに関しては、今回の介護報酬改定に伴う地域区分の見直し  

のみに着眼すると、認知症グループホーム事業所全体の15％以上の事業所が減  

収となる。  

減収を加算取得で補いきれない事業所や、消防法施行令等の施行に伴い、今年度  

より設備投資（スプリンクラー等の防火設備）が必要となっている事業所など、  

処遇改善の対応にかかる要因をしっかりと調査する必要がある。  
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参考  

特定非営利活動法人 全国認知症グループホーム協会 概要  

1．協会の沿革と概要  

当協会は「住みなれた町にグループホームを～その人らしく最後まで～」を合言葉に、全国   

痴呆性高齢者グループホーム連絡協議会を平成10年5月に結成し、それ以来全国各地に1つ   

でも多くのグノレープホームが設立されること、量的拡大と同時にサービスの質を保証し向上を   

図ること、そのための運営の安定を確保するために会員相互の力を結集しながら、様々な活動   

を積み重ねてまいりました。  

平成12年4月に介護保険制度がスタートし、現在、全国各地のグループホームは、介護サ   

ービスの一翼を担うまでに成長を続けてきております。  

全国GH協はさらなる事業の拡大や強化、充実を図ると同時に組織としての信植度を高める   

ため、平成12年10月にNPO法人格（特定非営利活動法人）を取得し、名称も全国痴呆性高齢   

者グループホーム協会と改め、平成16年12月に「痴呆」から「認知症」への用語の変更を受   

けて、平成17年10月、「全国認知症グノレープホーム協会」に改称いたしまて、現在に至って   

おります。   

2．組織構成（平成21年3月末現在）   

会員数：正会員：1699法人  

準会員：195（団体・個人）  

一般会員： 20（団体・個人）   

役 員：理事：17名 監事：3名   

3．事業内容  

・グループホームにおけるケアサービスを向上させるための調査と研究   

■グループホーム設立および運営に関する支援  

・グループホーム職員に対する各種研修  

・グループホームの全国的ネットワークづくりと情報収集およぴその提供  

・グノレープホーム事業に対する理解を深め、協力を得る啓発・広報活動  

・行政その他関係機関との連携、連絡、調整に関する事業  

・機関誌および出版物の発行 他  
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